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経済学研究第30巻第2号 183 (547) 

第2次大戦期にbけるアメリカ戦時生産の

実態について (2)

目次

はじめに

I 戦時動員政策の展開

1. 準戦時期 (1940 年 5 月 ~1941 年 12 月〉

堀 一郎

2. 戦時期 (1941 年 12 月 ~1944 年) (以上，第29巻3号)

E 戦時生産の実態(以下本号〕

1. 航空機産業

2. 自動車産業

3. 造船業

4. 工作機械産業

5. アルミニウム産業

6. 石油産業

7. 合成ゴム工業

8.電子工業

むすび

E 戦時生産の実態

われわれは以下で，前節で概観した戦時動員政策のもとで推進された戦時

生産の実態を主要産業別に解明する。すなわち，急激な生産拡張を遂げた航

空機産業と造船業，参戦後，軍需生産に全面的に転換し，軍需生産の拡張に

大きな役割を果した自動車産業，戦時設備を供給した工作機械産業，資材部

門において最も大きな生産拡張を実現したアルミニウム産業，生産の伸びは

低いが，エネルギー供給部門として重要な石油産業，そして戦時期，新興産

業として登場した合成ゴム工業と電子工業を取り上げ，第2次大戦期のアメ
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ワカ戦時生産の多識な特設を明らか?こする。

1.絞空機農業

航さ注機産業は驚異的な生産拡張さど実現した。航空機製造数は第9畿のごと

く39年の 5856機から戦時ピーグの 44年には9万5272 し 6年慨に

16措強に急増し，さらに生達額は尚期間に2議4800万ドルから 160議ド、ノレ

へと 65fきに激増した。そして航空機産業は， 40年~45 年に総数量 20 億ポ

ンド強の機体， 30万接の航護機， 80万基のニL ンジン 70万基のプ Pベう?と

いう韓関すべき生産実績を達成し，生度額ではぬまF・の全製造築中40数位の

地位から 44年にはトップに躍進すると同時に， 40年1月には 10万人拐であ

った麗用労揚者を43年11月には210万人にまで著増せしめ多議用労働者数

においても最大の製造業に成長した。以下では第2次大戦期アメリカ戦時生

産の顕婆な特徴の一つであるこの航怨機長産の驚異的な

方法を究明し，その生産力の内実安確立芝するとともに，障家の役割，航空機

会社の動向にも爵説したい。

航空機生産の動向を考察するに際して，航議機需要とその生産方法の特徴

から，航空機産業が大恐慌から罰復しその基殺を強化したお年から 38王手の

持期，内外の家需の影響が強く現われ，主事讃生産の比率が増大していく 38年

から参戦までの期時，そして軍需生震に全面転化する参戦以降，に区分して

考察を進める。

大恐醸の過税で生産の縮小に直崩した航議機産業は，政府軍用機購入の拡

大， 輸出の増進， 民勝機需要の増加によってお年領から生2援を急速に拡大

していった。 34年にベーカ一議員会は40年を員様に際軍航空機さと2230機ま

で拡大することを答申し，同年制定されたどンソン=トランメル法試海箪航

空機を39年までに 1200機追加することをど定めた。この結果，政府軍用機支

出は35年の 2300万ドノレから 38年には6700万ドルに増加し，政府軍用機購

入は拡大された。輸出はアメリカ罰!習機の性能の向上による海外需要の増大

と，アジア，ラテン・アメジカ諸爾からの療用機購入の増加とに基づいて増
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第9表戦時期の生産推移
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大し，輸出額は 35年から 38年の聞に， 1430万ドルから 6820万ドルに伸び

た。同期間の主要な輸出先は中国 (2000万ドル)， 日本 (1549万ドル)， ア

ルゼンチン (1326万ドル)，蘭領インド (1048万ドル)，ソ連 (967万ド、/レ)，

オランダ (916万ドノレ)，イギリス (657万ドル)， カナダ (656万ドソレ)， ト

ルコ (582万ドノレ)，ブラジル (510万わけであった。さらに園内民間機需

要は 25年から 35年にかけて行われた輸送機を中心とする航空機技術の顕

著な進展とその結果としての輸送機の性能の向上と価格の引下げ，そして景

気回復と航空設備の整備とが促進した民間航空の発展などによって拡大され

た。 35年から 37年までの航空機販売総額の内訳は政府購入が40%，輸出が

27 %，民間航空会社購入が23%，そして小型民間機購入が10%となってお

り，この期間の航空機生産が軍需，民需両方の増大によって拡大されたこと

が明らかとなる。

この過程でセパスキー，ベル， ピーチなどの航空機会社が参入するととも

に，既存航空機会社においては生産の特化あるいは需要への新たな対応がみ

られた。輸送機部門にはボーイング，ダグラス，ロッキードが積極的に進出

し， 30年代後半には四発大型輸送機の生産に着手した。特にダグラスは

DC-3を開発，製造し， この部門での主導的地位を確立したd コンソリデイ

テ y ドとマーチンは30年代全盛を迎えた飛行艇の主要企業となり， また多

くの企業が軍需への依存を増大するなかで上述のダグラス，マーチシは民需

生産を拡大し， 戸ッキードは民需生産のみを行っていた。

35年から 38年の間に主要13社の売上額と税引前利潤はそれぞれ4500万

ドルから 1億5200万ドル， 400万ドルから 2200万ドルに上昇し，航空機会

社の財政状態は改善されたが， しかし航空機会社の経営は安定したものでは

なかった。政府契約においては種々の制限が謀せられ，民間機契約，外国政

府契約に比較してそれは決して有利なものではなかった。民間機契約では一

般に価格は全部品を含んだ完成航空機のそれで、あり，外国政府契約では航空

機会社は頭金，製造中の追加支払い，取消不能信用状を受け取ることができ

た。 これに対し政府契約では政府は機体とその組立のみを契約し， エンジ
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人プロペ久付属部品を政府支給物として製造業務に供給するという分離

し政府仕様と異った場合違約金を課した。 また契約価格は

屈定され，科講は先のどンソンm トランメノレ法で10克以内に鰯眼dれ，支払

い方法も後払いであった。さらにs この間の技術の急速な進歩に伴って増大

した研究開発費を航空機会社は自己負担したため， これも経営~配迫ずる要

悶となった。したがって主要航空機会社にあっても資金は輯訳ではなかっ

た。ダグラスは DC-3から DC-4に全産な転換する藤航空会社からの援助

念必饗とし， ボーイングは話額の開発畿を負盤した結果， 38年には赤字な

した。かかる状洗のなかで、爵擦情勢の緊迫化による内外の家需が持し寄

ぜ，航定機生践を主導し，航空機産業主ど軍需生産に大きく傾斜させていくの

る。そこで， 参戦後の箪需生産への全面的転化の準備段階としての，

38年から参戦時までの期間の動 しよう。

持年頃にはアメヲァラの~議カの遮れは自身自となり， 38年には海箪航空機

の日擦を3000畿に，翌年には睦箪航空機のそれを6000機に引き上げるこ

とが決定され，政府軍用機購入は一層増大した。それと問時に，これまでア

ジア， ラテン・アメヲカ諸国からの箪欝に代ってイヰ戸担ス，フランスからの

した。これまで民間機の製造に専念してきたロッキ~ F'f丸 38

6月に2500万ドノレの双発爆撃機200機の生産契約をイギヲスと結び，はじめ

て軍用機生産会主主手したの訟はじめとして，箪用機専門メーカーであるノ…

ス・アメ]Jカンは同年イギヲスから線潔機200接言ピ受詮し， プラット・アン

ド・ホイットニーはフランスから 38年秋200万ドルのエンジン注文言乙 そ

して 39年2JHこは8500万ドノレのエンジ と設備拡援資金の融 ;4 
J仁

げた。その結果 39年の畿初の 9カ見開には輸出先はイギジス (2921万ド

ノレL フランス (1897万トソレ)， 蘭領インド (583万ドノレ)， メ々シヌ (297

万ドノレ)， オランダ (281万ドノレ)， ソ連 (277万ドノレλ 日本 (232万わし〉

という構成に変化し，イギリス，ブヅンス向け輸出は全体の725与を占めるに

いたった。そして 39年には航空議生産は5860機に議すると同時に軍用機

の比重も急速に高まった。機体重量でみれば，民間機総議量は240万ボンド
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に対し軍用機総重量は 1010万ポンドであった。

このように内外の軍需の増大に基づき軍用機を中心として航空機生産は拡

張されたが，他方では軍部の指導のもとに軍用機の開発が推進されたことも

重要である。ボーイングとコンソリデイテヅドはそれぞれB-19，B-24の四

発大型爆撃機の開発に着手し，ダグラス， ノース・アメリカン，マーチンは

39年初めまでに A-20，B-25， B-26の双発中型爆撃機を完成した。戦闘機

に関してはベルは P-39を，ロッキードは P-38を完成し， 40年初めにリパ

ブリ y クが P-47，ノース・アメリカンが P-51の開発を開始した。輸送機

における技術の進歩から爆撃機開発が戦闘機開発より先行していたが，これ

らの機種は第2次大戦期の主力軍用機と Lて採用されていくのである。

さて，アメリカは40年5月から本格的な国防計画に着手し，同月 16日大

統領は航空機5万機生産計画を発表する。 39年に引き上げられた航空機計

画によって政府軍用機購入は増加していたが，加えてイギリス， ブラシスか

らの軍需も一層増大した。 40 年 4 月 ~5 月には英仏購入委員会は 6000 機を

追加注文し 9月までにイギリスからの発注量は航空機1万4000機， エン

ジン2万5000基，総額15億ドルにも達した。この頃には遊休設備はすべて

動員され，生産は急増する需要に追いつけず，膨大な未捌き注文が累積する

にいたった。かくて生産拡張策として政府契約方法の改善が図られると同時

に，新規工場建設と自動車会社の航空機生産の引受けも開始され，航空機生

産は新たな段階に突入する。

航空機会社による政府契約の引受けの迅速化を図るために，一方で、は従来

の競争入札制は，政府と航空機会社聞の協議契約制に漸次改変されるととも

に，他方では一定の利潤保証を目的として利潤制限の撤廃と原価加算方式の

導入が行われたのである。

また，この頃にはノース・アメリカンにおいては労働者訓練計画の導入，

作業工程の細分化，手動コンベアーの設置など生産方法の効率化が図られた

が，それと並行して設備拡張も進められた。 40年中頃までは設備拡張の中心

は，航空機会社自身の資金とイギリスから融資された資金による既存設備の
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拡張にあったが (40年末までに航型機会社が支出した設備拡張資金は8300

ドノレ， これに対しイギジニえからの設鰐拡張資金融資額7400万ドル)，その

後，加速度撹却法と EPF契約の制定， DPCの設援をによって新竣工場建設

も賠給される。

自動車会社による航空機生産の引受けは，自動薬品ソジン製造と技術拾に

i託尋iしていた航空襲襲ぉンジソ生産から始められた。40年8月にブォ…ドがブ

ラット・アンド*ホイ γ トユーとエシジンのライ-!:?:ンス主主麗契約を締結した

のを皮鰐りに，それは拡大されていった (9)ヲパッカードと口ーノレス磨世

イス， 10 丹 GMどュ…イ y ク率業部とプラット・アンド・ホイットニニー，

11月三えテュ… γベイカーとライト〉。だが寧用機生選まの目様の拡大は自動

車会社に品ンジン生産のみならず， 航空機部品製瀦の引受けを要求した。

NDACの M.S.グヌードセソによる部品製法握当の要請に対し，自動車製

(Automobile拭anufacturersAssociation) は40年10月米に自

動率航窓委設会 (AutomobileCommitt侃 forAir Defen主的安設け，間接員

会はフォードー…ーコンソ習デイテ vド(B叫24)，GMーーイース・アメ予カン

(B-25)，グライスラー，ハドソン，グッドイヤ…・タイヤ一一一?ーチン(B-26)，

という航窪機会社，自動車会社，ゴム会社を組み合せた爆撃機生産計額を作

成し， 往年春から実施する。 この計踊は， 航空機会社が機体製造を担潜し

感動車会社とゴム会社が部品製造てど行うことを皇室剣としていたが，例外とし

てフォードは部品製造と B-24の組立の弱者合担当した。 g動議会社による

航空機生産の引受けは比較的早くから行われたが，しかじ後述するよう

戦にいたるまで鴎欝事産業界は民需主主震の継続に顕執し，航空機生産を含め

て寧害寄金産への転換には消極的であった。銃強機エンジンのライセンス

や機体重建造，部品製造を引き受けたのは少数の自動車会社に限られ，それら

の生態も僅かでしかなかった。要するに， 40年5見から参戦するにいたるま

で航空機生産を拡張する手段として政府契約の改議，設備拡張，自動療会社

によるニLンジン生産.部品製造の引受けが行われたが， プメリカが公式に参

戦していないことが影響し，新規工場建設や自動E葬会社の航空機生産引受け
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は部分的にとどまった。だが，こうしたなかで航空機生産は 39年から 41年

の期間に5856機から 2万6289機に急増したのである。

さて 41年12月8日にアメリカは参戦し，軍用機生産目標は一挙に引き上

げられた。政府は42年の生産目標を6万機に， そして 43年のそれを12万

5000機に設定した。そして， 航空機生産は参戦後進展した航空機の大型化

とL、う事情を問わないにしても 42年には4万7675機に増大し，以後増加

し続け44年には9万5272機に達した。以下では，参戦以前から進められて

きた生産拡張策がどのように拡大され，いかなる新生産方法が導入され，驚

異的な戦時航空機生産が実現されたかを考察しよう。

参戦前から部分的に進められて来た設備拡張， とりわけ新規工場建設は参

戦直後空前の規模で推進された。参戦後4カ月聞に，これまでの航空機産業

の生産能力を凌駕する規模の設備拡張が認可され， しかもその大半は国家資

金によるものであった。 1940年7月から 1945年6月までの航空機設備拡張

総費用 37億9000万ドルのうち，国家資金は34億7000万ドルを占め， 45年

6月現在， DPC所有の航空機・エンジン施設は全生産能力の 71%にも達し

た。戦時航空機設備拡張において国家の役割は決定的に大きかったのであ

る。

40年半ばから進められてきた自動車産業の航空機生産の引受けも参戦後，

民需用自動車の生産停止が命令されることによって全面的に推進された。そ

れは特にエンジン製造，部品生産の拡張において大きな役割を果した。航空

機エンジンのライセンス生産契約は参戦後さらに拡大され，先のフォード，

GMピューイック事業部に加えてナヅシュ， MGシボレ一事業部， コンチ

ネンタノレがプラット・アンド・ホイットニー・エンジンを，スチュードベー

カー， クライスラードッジ事業部， コンチネンタルがライト・エンジンを，

そしてパッカード， コン手ネンタノレがロールス・ロイス・ェγジγを製造す

るにいたった。その結果， 自動車会社によるライセンス生産契約に基づくエ

ンジン生産は，第10表から明らかなように42年以降急増し， 40年一44年総

エンジン生産の約半分を占めた。そして， ライセンス生産による増産分だけ
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第10表主要ェγジシ工場の生産高 1940年一1944年

(単位 1，000馬力〉

11940 11941 11942 1 1943 1 1944 1 ~側-4411941 11942 1 1943 1 1944 1合計1940 1 1941 1 1942 1 1943 1 1944 
「一一一一一一一{一一一一一一一一

出所)Tom Lilley et al.， Conversion to Wartime Production Techniques， in 

G. R. Simonson ed.， The History of American Aircraft Industry， 
Cambridge Mass.， 1968， p. 125. 

第11表機体受注状況 1940年一1944年 (単位 1，000ポγ ド〉

1940年以前の主要な航空機工場。

主が要運営な戦1)時新規工場一航空機会社

社主要が運な戦営時新規工場 非航空機会

Eastern Aircraft of GM  

Ford 

Goodyear 

その他工場

総 計

11940 11941 1 1942 1 1943 I 1944 1 山 41940 1 1941 1 1942 1 1943 1 1944 | 合計

20，336 65，514 186，453 353，482 394，195 1，019，980 

-1 2，241 51，999 199，089 381，688 635，017 

660 44，788 139，165 184，613 

103 12，763 35，003 47，869 

557 29，951 92，568 123，076 

2，074 11，594 13，668 

2， 775 13，609 36，717 56，829 46，073 156，003 

23，111 81，364 275，829 654， 188 961，121 1，995，613 

注 1)主要な航空機工場と航空機会社によって運営された主要な戦時新規工場には以

下の航空機会社の工場が含まれる。 Bell，Boeing， Chance Vought， Consoli. 

dated.Vultee， Curtiss， Douglas， Grumman， Lockheed， Martin， North 

American， Republic. 

出所)Tom Lilley et al.， ot. cit.， in G. R. Simonson ed.， The History of 
American Aircraft Industry， pp. 126-7. 

既存エンジン会社の生産拡張も緩和されたので、あって，プラット・アンド・

ホイ γ トニーとライトの戦時新設工場によるものは全体の 14%と少なかっ

たのである。

これに対し機体製造の多くは技術的問題から航空機会社に割り当てられ，

自動車会社が担当した比率は低かった。 40年~44 年の航空機受注重量を示

した第 11表から戦時航空機製造状況をみるならば， GMイースタン航空機事

業部とフォードの受注重量は 1億 7000万ポンドで， 主要航空機会社の受注
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重量16億6000万ポンドと比較して僅かで、あった。ただし，フォードのウィ

ノレローラン工場は43年末以降困難を克服し， 機体製造を軌道に乗せるやい

なや強大な生産能力を発揮した。同工場は 42年~44 年に総重量 1 億 2300 万

ポンドの B-24の生産を受注し， 40 年~44 年の工場別受注順位では第 4 位，

44年1年間では最大の受注量を獲得した。その外，自動車会社は41年の爆

撃機生産計画においてみられたように部品生産を担当し，その生産拡張に大

きく貢献した。自動車企業による航空機，エンジン， 部品の生産総額は 110
25) 

億ドルにのぼり， 自動車企業による軍需生産総額の 38%を占めた。

以上の巨大な設備拡張や自動車産業の航空機生産への大規模な転換以上に

戦時航空機生産の飛躍的拡張を決定づけ，戦時航空機生産の際立つた特徴を

なしたものは，参戦後新たに機体製造部門を中心に導入された大量生産方法

であって，それは，航空機生産計画の重点が新機種の開発とその生産とでは

なく，既存機種の量産に置かれていたことに対応していた。大量生産方法は，

航空機生産方法を従来のジョブ・ショップ (iobshop)方式からライシ・プロ

ダクション(lineproduction)方式あるいはアセンブリー・ライン (assembly

line)方式に転換することによって導入された。 1940年段階における航空機

生産はジョブ・シ'"'yプ方式に基づいており，その生産の特徴はハンド・メ

イド的性質にあった。熟練工は部品を汎用工作機械によって一定期間に少量

ずつ製造し，それらの部品は互換的ではなく，最終組立工程においてもサイ

ズ調整を必要とするものであった。機体組立においては多種多様な機種が同

一フロアーで並行して製造されていた。こうしたジョブ・ショップ生産方式

は，需要が小さくかっ多様であり技術進歩のため機種の変更がしばしば生じ

た30年代の状況には適していた。

だが，参戦後には既存機種の量産化が至上命令となり，それとともに機種

の削減と固定化，航空機部品の標準化が進められたために，ジョブ・ショッ

プ方式はライン・プロダクション方式あるいはアセンブリー・ライン方式に

変更され， これらは44年までにはほとんどの組立工場に導入された。従来

の複雑な製造工程は可能なかぎり細分化され，部品製造と機体組立とに分離
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されるとともに，機体組立は前進的運動が可能なように再編成された。例え

ば，工場別航空機製造において最高記録を樹立したコンソリデイテッドのサ

ンディエゴ工場では，ジョブ・ショップ方式に基づく 2工場は部品製造工場

と組立工場に明確に分離され，後者にはライン・プロダクション方式が導入

されたのである。機体製造におけるこの大量生産方法の導入は一方では生産

性を大幅に上昇させるとともに，他方では未熟練労働者に短期間で機体製造

技術を修得させ，機体製造においてその多くを依存してきた熟練工に代わっ

て，婦人労働者を中心とする未熟練工の雇用を拡大する技術的基盤を提供し

た。労働者1人当りの平均機体生産重量は41年l月の 21ポンドから 44年

5月には 96ポンドに増大し， 機体組立部門における婦人労働者雇用数は42

年1月の l万8600人から 43年11月には 37万人に急増した。

もちろん，この大量生産方法はエンジン製造部門にも導入されたが，それ

はエンジン部品製造工程に限られ，そこで、は汎用工作機械の専門工作機械へ

の置換えと設備の配置転換によって前進的作業工程が確立された。だがその

効果は機体製造部門ほど顕著ではなかった。 ともあれ 20年代に自動車生

産方法として全面開花した大量生産方法が，航空機の量産という戦時要請に

応じて，従来その導入が困難であった航空機生産に大規模に適用され，航空

機生産の飛躍的拡張を決定づけたことを確認しておきたし、。

その他，参戦後に進められ，航空機生産拡大に貢献した要因として，部品

製造の下請の拡大と航空機会社相互間の生産協力体制の確立が挙げられよ

う。主要航空機会社は参戦後部品の下請化を拡大していったが， 特に GM

イースタン航空事業部やボーイングはこれを積極的に利用し，大きな成果を

あけγこ。部品製造の下請けを担当したのは無数の中小企業ばかりではなく，

既述した巨大自動車会社の外にもコンチネンタル・キャンやファイアースト

ーン GE，ウェスチングハウスなど巨大企業も含まれていた。終戦直前に

は機体重量の 30%~35%が下請け業者によって製造されたと推定された。

他方，生産協力体制の確立は西部航空会社による 42年4月の戦時v航空機生

産委員会 (AircraftWar Production Council)の設置にはじまり， 43年4月
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第12表主要航空機エシジγ，グロベラの製造会社

B-29 Superfortress 

B-24 Liberator 

B-17 Flying Fortress 

Corsair 

Wildcat 

Avenger 

Helldriver 

P-38 Lightning 

Pratt and Whitn巴yengine 

W right engine 

製 造 会 社

Boeing， Bell， Martin 

Consolidated-Vultee， Douglas， Ford， North American 

Boeing， Douglas， Lockh巴ed

Vought， Brewster， Goodyear， 

Grumman， GM  

Grumman， GM  

Curtiss， Fairchild (Canada)， Canadian Car and 
Foundry 

Lockheed， Conso1idated-Vultee 

~ratt and Whitney， Nash-Kelvinator， Buick， 
Chevrol巴t，Ford， Continental， }acobs 

Wright， Dodge， Studebaker， Continental 

HamiltonS回 dardp叫山rlHamilωn S也nd叫 Frigidaire，Nash-Kelvinator 

Remington圃Rand

出所)The Aircraft lndustries Association of America， Aircraft Manufacturing 
in thεUnited States， in G. R. Simonson ed.， The History of American 
Aircraft Industry， p. 167. 

の全国戦時航空機生産委員会 (NationalAircraft War Production Council) 

の創設によって全航空機会社を対象とする全国的規模まで発展した。これら

によって同一機種の共同生産化，各企業の技術の公開と相互利用，原料，部

品の相互貸借，雇用，原料，設備に関する情報の交換が促進され，航空機産

業における生産協力が推進された。主要航空機，エンジン，プロペラの製造

企業を示した第 12表から， 航空機の共同生産， エンジンのライセンス生産

などによって戦時航空機生産における協力体制が，水平的かつ垂直的に進展

したことが明らかになるだろう。

要するに，戦時航空機生産の飛躍的拡張は政府工場が大半を占めた設備の

量的な拡大によってのみ実現されたわけで、はなかった。設備拡張と並行して

自動車産業が航空機生産に転換し，エンジン，部品製造において大きな役割を

果たしたし，また既存機種の量産化とL、う戦時要請に応じて機体製造部門を

中心に導入された大量生産方法は航空機の量産を決定づけた。また航空機に

おける戦時生産の特徴はあくまでも既存機種の量産化というところにあり，
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新技術の急速な普及をもたらすものではなかったといえよう。航空機の新技

術といわれるジェット・エンジンの開発は戦時に進展したとはいえ，その実

用化は戦後に待たなければならなかった。ところで，戦時生産方法は，戦後

自動車産業が平時生産に再転換することによってその多くは解体されるが，

ライン・プロダクション方式あるいはアセンブリー・ライン方式は戦後に引

き継がれ，基本的な機体製造方法として定着する。

さて，この膨大な航空機生産を担った航空機会社の動向に触れておくなら

ば，まず主要既存航空機会社が戦時機体製造の大部分を担当したことに注意

しておきたし、。 40年~44 年にダグラス， コンソリデイテッド，ボーイング，

ノース・アメリカン，ロッキード，カーチス，マーチンの上位7社は全機体

受注量の 74%を獲得したが， うち 6 社は 27年~33 年の機体製造量の上位 7

社に含まれており，ロッキードのみが躍進したのである。これは，戦時航空

機生産において既存機種の量産に最重点が置かれ，戦時生産が各航空機会社

の特性を前提として遂行されたことの結果であろう。戦前から民間輸送機に

進出していたダグラス，ボーイング，ロッキードや飛行艇の生産に実績を示

していたコンソリデイテッドは戦時には輸送機，大型爆撃機の生産を担当し，

ノース・アメリカンは参戦以前に開発した中型爆撃機や戦闘機の生産を継続

したので、ある。したがって，戦後においても民間輸送機におけるダグラス，

ボーイング，ロッキードの技術的優位性と，軍用機におけるノース・アメリ

カンの支配的地位は失われることなく，戦前における各航空機会社の特質は

維持された。

他方，航空機エンジン生産部門においてもプラット・アンド・ホイットニ

ー，ライト， GMアリソン事業部が既存工場の拡張，新工場の建設，ライセ

ンス生産契約に基づく自動車会社への生産依頼を通してその圧倒的部分を担

当した。ここでも機体製造部門と同様，既存会社への生産の集中度は高かっ

た。しかし，戦時期ジェット・エンジン開発が推進され，その開発を担った

のが排気タービン過給器の生産に従事していた GEであり， その後， 試作

がウェスチングハウス， GMアリソン事業部で、行われたことは，戦後，上述
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第13表 主要航空機会社の売上高と純収益(単位 1，000ドノレ〕

Consolidated- Douglas Boeing North American 
Vultee 

売上高|純収益 売上高|純収益 売上高|純収益 売上高|純収益

1939 3，603 1，104 27，867 2，884 11，847 -3，284 27，609 7，088 

1940 日，350 1，401 60，971 10，832 19，391 375 36，863 7，090 

1941 95，529 8，025 180，940 18，177 97，210 6，113 60，866 6，076 

1942 304，014 10，813 501，782 11，055 390，109 5，238 253，226 7，371 

1943 797，200 19，268 987，687 5，952 493，188 4，483 509，140 6， 790 

1944 960，017 12，424 1，061，407 7，685 608，082 5，258 718，003 8，390 

1945 644，054 6，749 744，683 8，956 420，979 6，489 400，402 14，557 

出所)Co叩nsolida剖te吋d

Boeing; lbid.， North American; lVIoody's lndustrial Manual， 1945. 

3社がジェット・エンジン市場に進出する基盤となった。

既述したように航空機会社は巨大な設備拡張の大半を政府工場に依存した

が，運転資金もまたその多くを政府契約前払いや政府保証貸付たる Vローン

で調達した。 43年には航空機会社上位6社の債務 (obligation)は運転資金の

10倍にも達した。航空機会社は巨大な戦時生産を遂行するに当って，工場，

設備および資金の点で国家の強力な支援を受けたのである。しかも航空機会

社は，高率の戦時課税の施行によって税引売上高収益率が戦時期急激な低下

を示した(上位 12 社のそれは 40年~44 年に 12.7%から 1%にまで低落し

た) とはいえ， 売上高の激増の結果 39年水準を大きく上回る純収益(税

引後)を獲得した(第 13表)。戦前，脆弱であった航空機会社の財政構造は

戦時利潤の獲得によって大幅に改善されたのである。

1)ここでし寸航空機産業とは戦前からの航空機製造会社の外に，戦時期，機体組立て，

エンジン，部品製造に転換し，戦時航空機生産に重要な役割を果した自動車，電気

産業などの非航空機会社を加えたものの総体を指すことを予め述べておく。

2) John B. Rae， Climb. to Greatness， Cambridge Mass.， 1968， p. 169. Leonard 

G. Levenson，“Wartime Development of Aircraft Industry" MonthかLabor

Review" Nov. 1944， p. 911. 

3) 35年までの航空機産業の展開については宇野博二「アメリカにおける航空機工業の

発達 (l)J学習院大学『経済論集』第9巻 3号， 1973年を参照。



198 (562) 経済学研究第30巻第2号

4) G. R. Simonson， "The Demand for Aircraft and the Aircraft Industry， 

1907-1958"， The Journal 01 Economic History， vol. 20， No. 3. 1960， p. 369. 

5) John B. Rae， op. cit.， p. 103. 

6) E; E. Freudental， The Aviation Business ;大宮博二，斎藤寅次郎訳『アメリカ

航空工業』明治書房， 1944年， 456-7頁。

7) Herman O. Stekler， The Stru沼tureand Pelormance 01 the Aerosρace 

Industry， Berkeley， 1965， p. 7. 

8)詳しくは JohnB. Rae， op. cit.， pp. 84-98を参照。

9) Ibid.， p. 99. 

10) Ibid.， pp. 77-9. 

11) Ibid.， pp. 98-9. 

12) G. R. Simonson， 0ρ. cit.， pp. 369-70. 

13) John B. Rae， 0ρ. cit.， pp. 104-7. 

14) E. E.フルデンターノレ，前掲訳書， 459-60頁。

15) John B. Rae， 0ρ. cit.， p. 108. 

16) Ibid.， pp. 110-3. 

17) Ibid.， p. 115. 

18) Ibid.， p. 122. 

19)戸ーノレス・ロイスのマーリン・エンジン生産契約は最初フォードと結ばれたが，こ

の生産契約は生産の 2/3をイギリスに輸出することを規定していたことから，孤立

主義的立場をとっていたヘンリー・フォードによって破棄され，結局パッカードが，

これを引き受けた。同社は9月3日にローノレス・ロイス，合衆国陸軍省，イギリス

軍需省とエンジン生産契約を締結した。この契約はパッカードが 9000基のマーリ

ン・エンジンを製造し， 6000基をイギリス空軍用として出荷し，イギリス政府が

工場拡張費の 2/3に当る 2490万ド、ノレを融資することを定めた。パッカードは生産

に着手するにあたってマーリン・エンジンの設計を量産用に修正した (Francis

Walton， Miracle 01 World War II， New York， 1956， pp. 89-91)。

20)自動車会社と航空機会社の組合せの根拠を GMとノース・アメリカンの場合につ

いてみれば，それは GMがノース・アメリカンの株式を所有していたことにあっ

た。この所有は GMが1929年フォッカー航空機に出資し，同社株式の 40%を獲

得したことに始まる。フォッカー航空はその後深刻な営業不振に陥り，社長である

フォッカーは同社を手放し，ジェネラル航空と改称された。そしてジェネラノレ航空

は33年にノース・アメリカンに合併されるが， その際 GMはジェネラル航空の

株式をノース・アメリカン普通株 150万株と交替し，ノース・アメリカ γの払込み

資本の 30%にあたる株式を支配した。この GMとノース・アメリカンとの関係は

1948年まで続く (A.P. Sloan， Jr.， My Years with General Mortors;石川博
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友他訳 WMとともに』ダイヤモンド社， 1967年， 463-80頁)。

21)フォードは組立工場としてウィルローラン工場を運営した。この工場は完成後も航

空機製造方法をめぐるフォードとコンソリデイテッドの対立，物資と熟練労働者の

不足，フォード内部の対立，労資対立などに影響されて容易に生産を軌道に乗せる

ことができず， 自動車会社による機体組立の困難を示した。 しかし 43年にはこれ

らの困難も克服され，同工場は44年から B-24の生産を急速に拡張していった。

22) Smaller War Plants Corporation，。ρ，cit.， p. 155. 

23)とはいえ，プラット・アンド・ホイットニーとライトでは戦時エンジン生産拡張方

法は対照的であった。前者は自動車会社とのライセンス生産に重点を買いたのに対

し，ライトは工場拡張と下請の拡大に積極的であった。その相違は以下の結果に如

実に表われている。

Pratt and Whitneyと Wrightの戦時生産内訳 (40-44年〉

(単位 1，000馬力〕

Pra山 ldWhitney I Wright 
戦前工場 162， 163( 35%) 108，278( 32%) 

戦時新規工場 7，083( 1%) 133，972( 39%) 

ライセシス生産 298，976( 64%) 96，998( 29%) 

メIコ込 計 468，222(100%) 339，248(100%) 

出所)Tom Lilley et al .， ot. cit.， in G. R. Simonson ed.， The 
History of American Aircaft Industry， p. 124. 

24) Ibid.， p. 127. 

25) John B. Rae， ot. cit.， p. 157. 

26)アメリカの航空機生産計画においては当初から既存機種の量産が重視された。 40年

には政府は既存機種の生産拡張を妨げるような研究開発の延期を指令し，機種変更

を禁止した。 この方針は41年初めに緩和されたが， しかし参戦後再度強化される

にいたった。戦時には 19機種の航空機が量産されたが，そのうち 40年以降に設計

が開始されたものは P-47と F-6-Fの2機種のみであり，残り 17機種は参戦以

前に完成されていたものであった。だが戦況の変化にともない航空機の改良と修正

が必要となる。そこで量産と改良とL、う問題を解決するため修正センター (modifj.

cation center)の設置が42年初めに決定された。修正センターは，航空機が生産

された後に必要に応じて改良，修正を加えることを目的とし，その多くは機体組立

工場の近辺に建設された (Ibid.，pp. 147-9， G. R. Simonson， ot. cit.， p. 375)。

27) Tom Lilley et al.， 01う.cit.， in G. R. Simonson ed.， The History of American 

Aircraft Industry， pp. 135-7. 

28) Ibid.， p. 135， Francis Walton， ot. cit.， pp. 363-5. 

29) Leonard ，G. Levenson， 0，ρ. cit.， p. 909. 
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30) Ibid.， p. 916. 

31) Tom Lilley et al.， op. cit.， in G. R. Simonson ed.， The History of American 

Aircraft Industry， p. 137. 

32) Herman O. Stekler， ojう cit.，p. 10. 

33) G. R. Simonson， op. cit.， pp. 374-5. 

34) John B. Rae， op. cit.， p. 153. 

35) Ibid.， p. 156. 

2. 自動車産業

自動車産業が戦時航空機生産の拡張において重要な役割を果したことはこ

れまで述べたとおりである。だが自動車産業は航空機生産にとどまらず，そ

の他の多様な兵器生産に転換し，そこでもその巨大な生産力を発揮し，軍需

生産の中軸産業に転化した。そこで自動車産業が遂行した航空機以外の軍需

生産について補足しておかなくてはならなし、。この点は第2次大戦期のアメ

リカ軍需生産の主要な特徴と考えられている民需生産部門，特に耐久消費財

部門の軍需生産への転換状況を明らかにするうえで重要であろう。

自動車会社は30年代に民需生産に専念し，軍需生産をほとんど行っていな

かったといってよし、。例外として GMがアリソン事業部あるいは子会社た

るベンデックス，ノース・アメリカンを通して軍用機生産に関係していたに

すぎなし、。しかし，第2次大戦期には航空機，艦艇，戦車，軍事用トラヅグ

のためのエンジン413万基， 281万台の戦車および軍用トラッグ 2万7000

機の航空機， 594万挺のカービン銃，ライフル銃，機関銃などを製造し， 軍

需生産総額 1830億ドルの約 16~旨に相当する 290 億ドルの軍需生産を達成し

た。また自動車産業が製造した兵器生産の全体に占める比率から明らかなよ

うに(航空機10%，機関銃47%，カービン銃56払戦車57%，装甲車100%，

偵察車および運搬車92%，魚雷 10払地雷10%，機雷3%，航空機用爆弾87

%，軍用ヘルメット 85%) 自動車会社は大量の多様な兵器の製造を担った。

とはいえ， 参戦以前には， 自動車会社は軍需生産への転換を容易に進め

ず，その全面化は参戦を待たなければならなかった。以下では，参戦前の自
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動車産業の軍需生産への対応と，参戦後の自動車会社による軍需生産の特

徴，そしてビッグ・スリーの動向について述べたい。

参戦前には自動車産業は軍需生産を部分的に行ったにすぎなかった。前途

には民需が増大する見込みが存在したため，自動車会社は，民需生産の拡大

を撹乱する軍需契約を引き受けることを拒絶し，利潤や市場支配を脅かす恐

れのない軍需契約，すなわち技術開発契約や，設備転換を伴わない軍需契約，

あるいは設備の新設の保証が政府によって与えられたもののみを受け入れる

ことに努めた。基本的には民需生産による利潤の極大化と軍需契約に伴う危

険の極小化とし、う政策が採用されていたといえる。だが自動車会社の経営者

は軍需生産への転換に関する政府の方針に対して公然と反論したわけではな

く，技術上の問題に限定して異を唱えたのである。

自動車会社は40年半ばから軍需生産の引受けを開始する。 6月にはグラ

イスラーが戦車生産契約に応じたのをはじめとして，既述したようにフォー

ド， GM， パッカードなどが航空機エンジンに関するライセンス生産契約を

締結した。しかし，これらの軍需契約は政府工場の建設の保証とし、う条件の

もとで締結されたのであり，民需生産の拡張を重視していた自動車産業界は，

民需生産の撹乱を伴う軍需契約には反対する態度を基本的にとっていた。か

かるなかで自動車会社の航空機生産への転換は UAWの副委員長である

W.ノレーサーによって 40年秋に提案された。彼は自動車生産を継続しつつ，

以後6カ月聞に日産500機の航空機生産体制を組織し，競争上あるいは季節

的生産調整の理由で遊休している生産設備の半分を航空機部品製造に活用す

ることを自動車産業界に要望したのである。だが，上述した政策をとってい

た自動車産業界はこの提案を公然、と批難したのは当然であった。この計画に

具体化されている政府，経営者，労働者の三者構成から成る航空機生産委員

会の設置は資本主義を否定するものとして批判し，自動車産業の工作機械は

航空機部品製造に全く適さず，生産転換は自動車生産を完全に混乱させ失業

を増大させるだろうと主張した。自動車産業界の批難を浴び、たルーサーの提

案は政府内で若干の支持者を見い出したものの，概略しか提示しなかコたこ
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ともあって結昂破棄されるにいたった。この問自動率会社は，モデノレ・チェ

ンジを中j上し工作機被と熟練労働者な軍窓生産に向けることを指示した閣議

決定合無視し，新よそデノレの生意と民繋生産の拡張を強行した。

往年初めには工作機械，鉄鋼，アノレミぷウムなど重重要物資に品不思が現わ

れ，多くの軍需生産部門で遅れが生じた。その結果，大盤の重要物資を民需

し，それらの需給率情念圧迫していた自動燃生産が批難の対象と

なり， 4月には，需給事情を緩和するため20%の乗用車生産割減が OPMか

ら発表された。当初 1/3の生産削減を予測していた自動車産業界はこれに応

じたが，災轄の生産削減は8月より実施されることになってし、たため，大々

的なかけこみ生産を携行した。だがこれによって重要物資の品不足がー鰭拍

率をかけられ，乗用車生産の削減掘の引上げ要求が再度生じた。結局，生産

削減鰯の引上け。が認められ 8月下旬にほ41年8月以降l年聞の生産を41

年生震実績の43.4%とする削減計騒が発表された。しかし生産剤減は，最初

の間半擦の6.5%削減から最後の四半期の62，%挺減というように漸次的に仔

うことが定められていたから，乗用車生還は41年11月までほとんど務寵さ

れず，自動車会社は高水準の民議生産主ピ継続していたのである。

もちろん，この民自動車会社による憲議生産出受けが次第に増大したこと

も事突である。 41年初めの ACADによる主襲撃機生産主計画が着手されたのを

はじめ，フォ…ドにおいては41年末までにジープ， 水態両用車， 戦車エン

ジン，高射穣算定共などの生濃が開始iされていた。とはいえ，自動車会社の

経営者は，自

設備の軍繋生産への転換を回避しようと努め，参戦蔵前においでさえま粟自

動車会社13社は既存設{需の使用をほとんど必裂としない寧欝契約を結んで

いたにすぎなかった。専務実 41年10};I頃のある闘動率工場においては約

1/4の工作機械が遊休しており， 稼動工作機械も 1日8時期しか使用されて

いないことが明らかにされたのである。結蕗，自動車会社の寧窓生産への全

語転換は参裁を待たなくてはならず， 42年2月15日に発布された民需用自

勤務の生産停止命令以降推進されていく。だが拒喜子されたとはいえ， GM社
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長 C.ウィルソンなど経営者によって参戦以降の民需生産の継続と軍需生産

への部分的転換が要望されていたことも事実であった。以上の動きは， 39年

の289万台から 41年には 380万台に増大し， 参戦後激減した乗用車生産の

推移に如実に現われている(第9表)。

ところで，参戦後軍需生産への転換が全面的に開始されるやいなや， AMA 

は41年 12月30日に多様な軍需生産活動を調整， 監督し， 軍需生産を効果

的に達成することを目的とした自動車産業戦時生産協議会 (Automobile

Council for War Production)を新設し，この軍需生産協力体制のもとで自動

車会社は種々の軍需生産に従事し， 目ざましい拡張を実現していった。そし

て軍需生産の拡張に大きな威力を発揮した技術的要因は自動車会社による大

量生産方法の適用であった。高射砲生産についてみれば，イギリス軍に採用

されたスイス製オーリコン高射砲の生産を担当した GMポンティアック事

業部は，デザインを量産用に修正し，従来の 290の製造工程を90に削減し，

製造時聞を 132時間から 35時間に短縮した。同様のデザインの量産用への

修正は，合衆国陸海軍が採用したスウェーデン製高射砲ボーファーの製造に

際してグライスラー，ファイアーストーンによっても行われた。戦車生産に

関しては，その中心となったクライスラ一戦車工廠は主として標準戦車モデ

ルを 37年型に固定し， それに改良を加える方法とリベット法から鋳造法へ

の転換とによって戦車の大量生産方法を確立し， 12種類の大型，中型戦車2

万5059台を生産した。また GMフィツシャー・ボディ一事業部はクライス

ラーが開発した鋳造法に加えて，自動車用ベルトコシベアーの利用によって

量産体制を築き， 45年5月までに 1万1358台の戦車を製造した。軍需生産

への大量生産方法の適用を GMについてみるならば， 戦時に製造した軍需

品のうち， GMが軍と協力して設計したものは 20%，GMが他社によって

設計されたものに対し大幅な設計修正もしくは生産技術の改良を加えたもの

は35%を占めたので、あり， GMが大量生産方法をし、かに多くの軍需生産に適

用したかは明らかであろう。アメリカ軍需生産において自動車企業が大雪な

役割を果たしたこと，しかもその技術的要因が大量生産方法の軍需生産への
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選揺にあったことは第2次大戦期アメ Fカ として指摘して

おかなくてはならなし、

最後にど γ グ・スワ…の動向に触れておこう。 GM，ブ泳一人 クライス

ラーについての軍需袈結額， 設舗拡張額は第14表のごとくであり，

約額，設備拡張言葉においてどッグ・スワーが全企業部類故で上位を占めてい

ること，とりわけ GMが箪需生態に翠磁的であったこと， さらに設備主主張

において政府資金が大学を占めたことが切らかになる。 iたど γ グ・スリー

第14表 GM，ブオ-)ご，クライスラーの軍需契約額と設備拡張

〈単位 100万わけ

(1940 年 8 月 ~44 華子宮月〉

設鱗拡張額 (1940年6月-45年7月〉

政 府資ゑ

民間資金

〈注〉 括弧内の数字は企業安r]順位をぷす。

GM 

13，812. 

1，030， 

858.0 

172.7 

Ford 

384.2 

31. 6 

泊所〉策需契約額 Sm乳llerWar Plants Corporation， 0か cit.，p. 30. 

Chysrler 

ゑ394.8(8)

371. 5(9) 

345.3 

26.2 

設織拡張緩 UnitedStat帥 CivilianProduction Ad出 nistration，War 1:持dust国
rial Facilitie Authorized july 1940鵬 August1945， 1946. 

第15章受 GM.フォーれクライスラー

GMl) Ford 

軍事用トラヅグ

完成航設機および部品位4.2億rノレi航空機二乞γジバ 57，
航愛機ェγジ:/ 124.3億ドノレiジープ 1277， 

戦車，滋昭三事，動力砲架120.0億ドノレi家安お用車事務 1 93，217 
船舶用デ 1一節 シ 1Mb...."" _ ，. ，<， ， .1 53 [l3aS億ド刈殺率煎品γジシ126，954
銃砲，砲熱綴御霊長夜111.5j隊ドノレグライ〆… 1 4，291 

手努雪， 弾丸丸， カ{トジ14.μ4.7jηi億態駅恥γわ山/ルJレ
Jそをの他 14.1億ド/ル川レバ1水建慾差問F舟目戦宝率詳 11臼3，0∞O∞O台樹i焼爽写務単

装甲寧 112，500合120ミジ砲弾

="!ノジシ逃給機153，000;1怠

1)製選議数に関する数{憶が得られなかったので、生産額で、示す。

25，000合

クI438，000合
18，000基
29，000基

328，000砲

60，000砲
3，250，000， 

OOO~閥
101，0001llil 
990，000俄

出所)GM; A. P.スP …γ，前滋訳誉， 489真。 Ford:Allan Nevins and Frank 
Hill，. Ford， Decline a終dRebirth 1933吋 1962，New York， 1962， p. 226， 
Chrysler; Chrysler Corp.， The Story 01 an American Company， Detroit， 
19見 pp.42-3. 
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第16表 GM.クライスラーの売上高および純収益

(単位 1，000ドル〉

GM  Chrysler 

売 上 高 i純 収 益 売 上 高!純 l反 益

1939 1，376，828 183，290 549，806 36，880 

1940 1，794，937 195，622 744，561 37，802 

1941 2，436，801 201，653 888，366 40，114 

1942 2，250，549 163，652 623，655 15，529 

1943 3，796，116 149，780 886，468 23，323 

1944 4，262，249 170，996 1，098，073 24，819 

1945 3，127，935 188，268 994，546 37，465 

出所)GM; A. P.スロー γ，前掲訳書568頁。
クライスラー ;Moody's lndustrial Manual， 1946. 

が製造した軍需品についてみれば(第 15表)，それらの間に生産物の差異が

みられる。 GMは航空機から銃砲，弾薬まで多種多様な軍需生産に従事し

たのに対L，フォードは爆撃機，航空機エンジン，軍用車輔の生産に重点を

置き， クライスラーは戦車，エンジン，銃砲，弾薬の生産に比重を置いた。

こうしたなかで、 GM，クライスラーともに軍需生産の引受けによって売上高

を急増していったが， 純収益は 42年以降の法人所得税の引上げ， 超過利潤

税の導入により低落し， GM にあっては 39 年~43 年に 18%，そしてクライ

スラーにおいては 39 年~42 年に実に 58% も減少したので、あって(第 16 表)， 

第2次大戦期の軍需生産の遂行が GM，グライスラーにとっては有利なもの

ではなかったといえよう(この時期のフォードに関しては十分な財務データ

ーがなく，決算など公表されていなかったので同社の収益についてはわから

ない。戦時中フォードの組織は混乱し，それが頂点に達した 44~5 年には軍

需生産が巨大な規模に達してし、たにもかかわらず，毎月 900万ドル前後の損

失を出していたといわれる)。

1) Jon B. Rae， The American Automobile;岩崎玄二，奥村雄二郎訳『アメリカの

自動車』小川出版， 1969年， 217-20頁。

2) Barton J. Bernstein，“The Automobile Industry and the Coming o.f Second 
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World寺¥Tar"，Southern Social Science Quarterly， XL VII， June 1966， pp. 22-3. 

3) Ibid.， pp. 24-5. 

のIbid.，p. 26. 
5) United Stat回 CivilianProduction Administration， ot. cit.， p. 196 

6) Barton J. Bernstei九 ot.cit.， pp. 29同30.

7) F主義ncisW註lton，o.ρ. cit.， pp. 85同7.

8) lbid.， pp. 235-7. 

百)A. P.ス口一九前掲訳幾487J変。

10) 下Jl[ f会~Wブ庁ードj 東洋経済新報社， 1972年， 215 J言。

3. 造船業

造船業は航空機産業と議んで顕著な戦時生藤の拡張を実装した部門て、あっ

艦艇のみならず，寧露生産を支える輸送手段として，また戦線への補給

手段として議要であった儲船が急ピッチで建議されたからである。 39年~43

2000総トン以上の蕗船の建造は 24 トンカミら 1250 トンtこ，

艇，大型補助艦のそれは6万 6000排水トンから 156万6000排水トンにそれ

ぞれ急増した(第9表〉。民鰐造船所と海軍造船所との総雇用労働者数は幼

年の約 12万人から 43塁手12月には 172万人に増加した。この溢ざましい造

船の拡張がいかなる方法で提現されたかをど中心に戦時期の造船業の動向を考

察しよう o

戦時商船計闘は長期造船計画と緊急議船計器とのニ緩類からなり，話ijo替は

38年から実施に移された。岡大戦間期のアメリカ造船活動はきわめて沈滞

していた。第l次大戦の大義造船は船舶の過剰化を戦後にもたらしたこと，

造船業自体の欠賂としてアメジカにおける建造費が国際水準のz倍にも達し
高癌であったこと，さらにアメヲカ海還が国際競争で漸次敗北し船主が新船

、ていたこと，これらが沈滞をもたらした主要な露関であっ

た。その結果， 国擦情勢が悪化してきた30年代後半にはアメリカ商船の

桁化は著者しく選んでいた。そこで補助金の交付によって新規商船の造船を

促進し， アメリヵ商船の質的劣勢を換期するため 36年荷船法 (Merchant

Marine Act of 1936) が制定され， 持法によって創設された
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(Maritime Commission)は12億5000万ドルの費用で、10カ年に500隻の商

船を建造することを内容とした長期造船計画を 38年から実施するのである。

そして第2次大戦勃発後この計画の実施期聞は5年に短縮されるとともに，

40年8月には年間建造数は200隻に引き上げられた。

だが41年初めには商船需要の急増が予測されたため， 海事委員会は緊急、

商船 EC-2型，いわゆるリパティー船200隻からなる緊急造船計画を新たに

追加した。この計画は重要物資と連合国援助物資の輸送増大から 41年に数

次にわたって拡大され， 41年末には 1200隻のリパティー船からなる約1300

万載貨重量トンの規模にまで達し，先の長期造船計画にかわって戦時商船計

画の主流を占めるにいたった。そして参戦後には緊急造船計画を中心に商船

計画の目標はさらに引き上げられ 42年1月には42年建造目標は800万載

貨重量トンに， また42年6月末には 43年建造目標は 1900万載貨重量トン

に設定された。こうして戦時商船計画は拡張され， 2000総ト γ以上の商船

建造は41年の 75万総トン(商船の場合， 総トン x1.5=載貨重量トンであ

るから， 112万5000載貨重量トン)から 42年の 540万総トン (810万載貨

重量トン)， 43年の 1250万総トン (1875万載貨重量トン) と急増Lていっ

たのである。

ところで，戦時商船計画を構成していた長期造船計画と緊急造船計画とは

立案の時期を異にしていただけにその内容において別個の性格を有してい

た。両者はともに国防を目標としていた点では共通していたが，前者はアメ

リカ商船の質的劣勢を挽回するためにその重点は質に置かれ，この計画のも

とに建造される商船は速力 14ノット以上， 蒸気タービン， ディーゼルある

いは電気ターボを動力とした優秀船で、あり，船種も海軍省の指示のもとに設

計された3種類の貨物船とタンカーに統一されていた。これに対し後者は連

合国側への海上輸送を確保するために最短期間で最大限の船舶を建造するこ

とが目的とされていたから，量産が重視され質的面は無視された。緊急造船

計画の大宗となったリパティー船は，積載能力が約1万載貨重量トンで，そ

の点では長期造船計画の船舶とほとんど大差なかったが， 速力は 11ノyト
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と滋く 18式のトジプノレ・エキスパンション・ニ広ンジンを動力としていた。ま

きるように設計においては襲撃的部が緩力少なくさ

れ，部品は標準イとされたのである。そして戦時商船計盛においてこ

能な緊急総妨がそのや心に据えられたので、ある。第17表が示しているよう

に 39年~45'俸に海苦手委員会のもとで建造された商船の総重量ま出26 万載貨

トンのうち IIバティー船あるいはその改良型であるどクトジー船の建

3367万載貨議最トンであり，総議量63克会占めたのである。

では緊急船船主ど中心とした戦時蕗揺はどのような方法で建造されたであろ

うか。区大な鐙艇建造と商船建造を同時に推進するために造船所の新設と

存造船所の拡張がまず不可欠となったが，それに必至さな資金の大学は政府か

ら出資ざれた。 40 年 7 月 .~45 年 6 月に民燃造船所と海翠造船所の

上自された資金は総額話器にのぼり， そのうあ出家資金は 24.7億ドノしであ

り，足踏造船所と海箪護婦所にほぼ等しく支出された。その総菜，氏関造船

所数と 200ブィート以主の足関造船所の船台数は39::::手9月段織の38議長会

所， 130船台から 44年I月には80造船所， 567船台に拡張された。さらに

海軍委員会は豊誌な経験と護秀な技術を有する託存造船所を専ら

て， 緊急船舶建議用としては1941年以降隈家資金の支出によっ、て

造能所を賎設しその運営宏氏限に在、ねるという方法きと実施した。そして，既

存造船会社とともに，新たに創設された9社がこれらの政府緊急造船所の議

営にあたった。 ザバティー語建造を{築造する方誌として，その

建造契約において，閤定手数料に出荷予定員より早く引き渡した場合にはぷ

ーナスを追加し，反対に遅れた場合には違約金を課すとL寸特殊な旗怖加算

契約方式を接用した。

怒らに Pノミティー船建造方法におし、ても顕著な特徴がみられた。すなわち

ヲバディー船の量産用設計に基づきプレハブ法と熔接法が導入され，量産が

されたの勺ある O プレハブ法とは簡単に述べれば，まず部品工場で隔

デッキハウス等の組立部分を可能なかぎり製造し，その後そ

れらを船台に遼搬し，船台で熔譲によって結合さ吃るという方法であり，飴
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海事委員会による船舶建造

| 建造数 トシ数(単位1，000載貨重量ト γ〕

計 [1939[則。い941[1942[鵬|脳|加 計 [1939[1ω[1941[1942 [1943 [1側い945
標準貨物船 541 17 38 69 44 138 5.，349 日j問 1，209 1，206 リパティー船 2，708 7 597 1，238 29，182 -1 721 6，402113，361 7， 798 1，550 

ピクトリー船 414 4，492 1， 129 3，363 

タ γ カ 705 11 16 27 61 214 238: 4201 9821 3， 234 3， 732 2，566 

マイナー型船1) 727 24 203 2，601 -1 106' 653 651 1， 191 

商船小計 5，095 28 54 103 726 1， 793 1， 4111. 980¥53， 259 341 14，519 9，875 6381 1， 1601， 7，878'，18，578 

ミリタリー型船2) 682 34 156 1171 3，303 166 632 1， 782 723 

総 計 5， 777 28 54 103 760 1，949 341 638 1， 160 8，044 19，210 16，301 10，598 

第17表

(
N〉

醤

N
C
由
(
印
叶

ω〉

1)はしけ，沿岸貨物船，沿岸タ γカー，コシクリート貨物船，鉱石運搬船，タグボートその他が含まれる。

2)軍用輸送船，戦車運搬船，小型空母，給土船，フリゲートが含まれる。

出所)Gerald J. Fisher ed.， A Statistical Summary 01 Shiρbuilding under the United States l'Aaritime Commission 
during World War II， 1949， pp. 41-3 
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舶の建造を技術的に制約した船台の使用時聞を短縮することによって量産を

図ろうとするものであった。このプレハブ法は広範に導入され，ベスレへム・

フェアフィールド造船所では船台での結合以前にリパティー船の約半分が完

成されていたといわれる。また結合において従来のリベット法に代って導入

された熔接法もリパティー船の量産に大きく貢献した。参戦前にはほとんど

利用されていなかった電気熔接法は組立部分の結合時聞を短縮するという長

所を持っていたが，その他にも不足していた熟練リベット工を短期間で養成

可能な熔接工で補充できるという点，逼迫していた鉄鋼の消費量を減少させ

るという点で効果的であった。したがって熔接法は急速に導入され， 42年か

ら 43 年においてリバティー船建造の 70%~100%に使用されたといわれる。

こうしたプレハブ法と熔接法による大量生産方法の確立の結果， リパティー

船建造においては著しい生産性の上昇が実現され， リパティー船1隻の出荷

までに要する平均期聞は1941年には355日であったのに対し， 42年末には

56日に，そして 43年末には41日にまで短縮された。こうしたなかにあって

オレゴン造船会社は 14日間でリバティー船を出荷するという驚異的な記録
10) 

を樹立した。

要するに，戦時商船計画の特徴は，第1に質的側面を犠牲にし量産を主眼

として設計された緊急商船たるリパティー船がその支柱を占めたこと， 第2

にリパティー船の建造においては設備拡張のもとにプレハブ法，電気熔接法

などの大量生産方法が広範に導入され，飛躍的な建造が達成されたことにあ

った。そして戦時期導入された熔接法は戦後，各国での研究開発を経て基本

的な船舶建造法として確立される点で技術的に重要な意義を有するものであ

った。しかし，アメリカ造船業の発展に即してみると， リパティー船自体，

当時の商船の水準からいって旧式の簡略型であったこと，そして戦時期の生

産性の急上昇もリパティー船の量産用設計に基づく大量生産方法の導入に起

因していたことを考慮すれば，戦時商船計画は戦前のアメリカ造船業の生産

力的劣勢を大幅に改善するにはいたらず，ただ造船能力の量的拡張をもたら

したにすぎなかったといえよう。ところで，戦時商船計画においてはリパテ
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California -1 1，039.7 1，039.7 Boston Nary Yard 584.3 

Bethlehem-F airfield 955.0 955.0 Philadelphia Nary Yard 574.0 574.0 

Oregon 952.4 952.4 Portsmouth Nary Yard 426.4 426.4 

Newport News 924.0 17.2 941. 2 Brooklyn Nary Yary 423.1 423.1 

Bethlehem-Quincy 914.2 3.3 917.5 Charleston Nary Yard 378.4 378.4 

Permanent-Richmond No. 2 852.1 852.1 Mare Island Nary Yard 372.3 372.3 

Federal-Kearny 541. 8 281. 0 822.8 Norfolk Nary Yard 274.1 274.1 

New York Shipbuilding 799.8 799.8 Puget Sound Nary Yary 156.4 156.4 

Sun Shipbuilding 700.8 700.8 

Bethlehem-Hingham 666.2 666.2 

Consolidated-Orange 656.9 656.9 

Kaiser-Vancouver 643.4 643.4 

Brown 570.8 570.8 

Bath-Iron 537.8 9. 7 547.5 

Consolidated-Wilmington & Craig 512.3 512.3 

出所)Gerald J. Fisher ed.， o.ρ. cit.， p. 164. 

100万ドノレ〕(単位

|海軍省|質事雲|

第18表 1941年一45年における主要造船所の出荷船舶総費用

|海軍省|官事雲| 計 | 所船造軍海所船造
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ィー船が主流を占めたことからいって，その建造に専従した新規造船所すな

わちカリフォノレニア，ベスレへム・フェアフィー/レド，オレゴンなどが商船

建造数において上位を占めたことは当然であった(第四表)。

次に艦艇建造の実態について簡単に述べておこう。アメリカの艦船建造は

22年のワシントン軍縮会議と 30年のロンドン軍縮会議とによって 30年代

初頭までは制限を余儀なくされていた。 しかし 33年には議会は一般救済資

金のうちから 2億 3800万ドルを艦艇建造に支出することを認可し，さらに

翌年にはビンソン=トランメル法と緊急建造法 (EmergencyConstruction 

Act)を可決したため， 33年から艦艇建造は徐々に拡大され始め， 36年に軍

縮協定が有名無実になると補助艦を中心に建造が追加されていった。この拡

張は第2次大戦勃発後の 40年6月14日の 11%海軍拡張法と 7月16日の 70

%海軍拡張法の制定，さらに参戦への突入という過程を経て一層加速されて

いった。いまこの間の動きを政府艦艇支出と艦艇建造の推移でみておくなら

ば， 36年から 39年にかけて漸増した政府艦艇支出は，その後急増し， 41年

には 39年水準の 3.7倍に相当する 8億 4400万ドルに達するとともに， 参

戦後さらに激増し 44年には 87億 4600万ドルにのぼった(第四表)。艦

艇建造も同様の動きを示し， 艦艇および大型補助艦の建造は 36年には4万

6000排水トン， 39年には6万 6000排水トンそ

して 43年には 156万6000排水トンに達した

のである (第9表)。アメリカはいちはやく大

艦巨砲主義を捨て空母中心の機動部隊を構築す

るが， ともあれ45年半ばには空母を除いても

10万隻の軍用船を所有するにいたったといわ

れた。

艦艇建造においてはリパティー船建造と異な

り，量産方法の導入は一般に困難であった。し

かし，部品の標準化は出来る限り行われ，その

下請化が広範に利用されたこと，また砲塔など

第19表政府艦艇支出
(単位ドル〉

1935 132，312，739 

1936 182，679，054 

1937 181，522，074 

1938 191，085，298 

1939 226，709，306 

1940 326，454，878 

1941 843，954，905 

1942 3，214，709，044 

1943 6，507，281，598 

1944 8，745，873，802 

1945 7，208，653，247 

出所)F. G. Fassett ed.， op. 
cit.， p. 126. 
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の製造は船体組立と分離されたことなど可能な範囲で量産方法が適用され，

それからが建造期間の短縮に寄与したといわれている。だが補助艦として第

2次大戦期重要な役割を果した上陸用舟艇の建造にはその設計に基づき大量

生産方法が適用され，そのもとで生産の急増が達成されたことは指摘してお

かなければならなし、。

ところで，これらの巨大な艦艇は民間造船所と海軍造船所で建造された

が， 特に前者は重要な役割を担い 40 年~45 年に艦艇，大型補助艦総トン

数466万排水トンの 79%の建造を行った。艦艇建造において主導的役割を果

したのはニューポート・ニューズ， ニューヨーク，ベスレへム，フェデラル

の既存造船会社であり，ニューポートは主として航空母艦の設計と建造を，

ニューヨーグは航空母艦建造と巡洋艦の設計，建造を担当した。両社がまた

上陸用舟艇の大量生産方法を考案，作成したことも重要である。ベスレへム

は戦艦，航空母艦，巡洋艦，駆逐艦などの多様な艦艇の建造に，そしてフェ

デラルは巡洋艦，駆逐艦の建造にあたった。そして，艦艇建造契約では予測さ

れない労働，原料コストの上昇から契約者を保護するために費用上昇分を認

めるエスカレータ一条項付固定価格契約 (fixed-pricewith escalator clause) 

が支配的であった。そしてニューポート・ニューズとニューヨークの売上高

第20表 ニューポート・ユューズ，ニューヨークの売上高と純収益

(単位 1，000ドル〉

Newport News New York 

売 上 帝市 収 益 ゲ=全e と 純 収 益

1939 36，490 2，480 25，718 928 

1940 58，338 4，383 42，300 2，334 

1941 94，279 5，291 95，090 3，075 

1942 180， 723 4，641 171，343 3，043 

1943 176，759 4，947 195，081 3，532 

1944 158，023 5，072 172，934 4，331 

1945 114，800 5， 199 117，075 3， 750 

出所)Newport News; Moody's lndustrial Manual， 1946， 1947， New Y ork ; 
Moody's lndustrial， Manual， ]946. 
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と純利益を示した第 20表からも明らかなように， 造船企業の純収益は航空

機会社と同様，大きな伸びを示したといえよう。

1) F. G. Fassett ed.， ot. cit.， p. 186. 

2〕長期造船計画の船種は以下の通りである。

ι1 (貨物船) Iι2 (貨物船) I ι3 (貨物船) 1タγヵー

船長(フィート〕 418 459 492 520 

載貨重量ト γ数 9，095 10，500 11，975 16，460 

動 力 蒸気ターピシある蒸気ターピシある蒸気ターピ γある 電気ターボ
いはデイ{ゼノレ いはディーゼノレ いはディーゼノレ

，馬 力 4，000 6，000 8，500 6，000 

速力(ノット〕 14 15.5 16.5 14.5 

出所)William T. Hogan， The Economic History 01 American Iron and 
Steel Industry， Lexington， 1971， p. 1369. 

3) United States Bureau of the Budget，。ρ.cit.， p. 137. リバティー船の以上の特

徴は建造費用にも反映されている。 39年から45年の聞の建造されたリバティー船

あるいはその改良型であるピクトリー船の 1隻当り平均費用は 182.7万ドノレ， 263. 

3万ドルで、あり 1隻当り平均費用が295.3万ドルで、あった長期造船計画によって

建造された標準貨物船より安価で、あった (GeraldJ. Fisher ed.， 0ρ. cit.， p. 163)。

4) Smaller War Plants Corporation，ゆ• cit.， p. 157. 

5) F. G. Fassett ed.， ot. cit.， p. 165. 

6)新たに創設された造船会社はアラバマ，ベスレヘム・フェアフィールド，カリフォ

ルニア，デルタ，ヒューストン，ノース・カロリナ，オレゴン， リッチモンド，サ

ウス・ポートランドの9社であり，アラパマ以外の7社は既存造船会社と緊密な関

係にあった。ベスレヘム・フェアフィーノレドはベスレヘム・スチーノレの事業部とし

て，ノース・カロリナはニューポート・ニューズの子会社として創設され，デルタ

の新設にはアメリカンが参加した。残り 5社の創設には船舶の修理，燃焼設備の製

造を主要業務としていたドット・シップヤードが加わった。しかし同社は41年か

ら42年初めにかけてカリフォルニア，オレゴン， リッチモンドを処分し， これら

はカイザーの傘下に入った。

7) United States Bureau of the Budget，。ρ.cit.， p. 140 

8) F. G. Fassett ed.， ot. cit.， p. 59. 

9) William T. Hogan， ot. cit.， p. 1372. 

10) Ibid.， p. 1374， United States Bureau of the Budget， ot. cit.， p. 143. 
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11) 35年から45年までの艦艇および大型補助般の建造数とその船種は以下の如くであ

る。

1935 I駆6，潜2
1936 I巡1，駆16，潜3，砲2
1937 I空1，巡2，駆19，潜1
1938 I空1，巡6，駆7，潜1
1939 I巡3，駆15，潜9
194日|空1，駆20，潜6，給4

1941 I戦1，空 1，巡1，駆16，潜11，修1，給3
1942 I戦4，空1，巡8，駆81，潜35，護9，給5，その他2
1943 I戦2，空15，巡11，駆130，潜56，護346，729，給10，その他8
1944 I戦2，空7，巡14，駆76，潜80，護247，767，給24，その他6
1945 I空6，巡回，駆74，潜35，護61，給10，その他2

戦=戦艦，空=航空母艦，巡=巡洋艦， 駆=駆遂艦，潜=潜水艦，砲=砲
艦，給=給仕船，護=護衛船，フ=フリゲート艦，修=修理船。
出所)F. G. Fassett ed.， 0ρ. cit.，p p. 119-20. 

12) lbid.， pp. 59-60 

13) Ibid.， pp. 122-3. 

14) Ibid.， p. 134， William E. Blewett， Jr.，“Always Good Ships"， A History 01 
Newρort .News ShiPbuilding and Dry Dock Co仰pany，New York， 19ω， pp. 

19-20， New York Shipbuilding Corp.， F:げか Years，Camden， 1949， pp. 51-5. 

15) F. G. Fassett， ed.， op. cit.， p. 103. 

4. 工作機械産業

工作機械産業は軍需産業を支援する基礎機械産業として重要である。アメ

リカ工作機械産業はフライス盤， タレット盤，ブローチ盤，研削盤などアメ

リカ独自の工作機械の創出によって大量生産方法を発達せしめる技術的基盤

を提供したが，他面では第1次大戦後，炭化タングステン刃物あるいは高速

度鋼の使用により工作機械の性能を高め，世界市場で不動の地位を築いた。

かかる工作機械産業はその性質上，景気変動の影響を甚しく受け， 29年に1

億 8500万ドルの売上高を達成した後， 大不況のもとで著しく沈滞していっ

た。 しかし 30年代後半には海外における再軍備拡充に伴う需要の増大に影

響されて生産を次第に回復させていった。特に37年以降の輸出の増大は顕
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著で， 生産総額に対する輸出額の比率は 37 年の 20%から 39 年の 40%~こま

で高まり(第9表)，とりわけソ連， 日本向け輸出が増大した。大戦勃発後，

輸出はさらに増加したが 40年5月の日本， ソ連への工作機械禁輸措置と

7月の輸出許可制の実施に伴い， 輸出先はイギリスを中心とする連合国に完

全に転換した。 39年には2490万ドルであったイギリス向け輸出は40年に

は一挙に 1億2270万ドルに達し，輸出額の 59%を占めるにいたったといわ

れる。

ところで国防計画が本格的に開始された40年半ばからは t述の海外需要

の外に，航空機，商船，艦艇，兵器などの軍需生産計画の拡張に起因する需

要の増大と 30年代に設備投資が沈滞していた民需部門からの需要の増加と

が加わり， 41年初めには早くも工作機械の需給事情は逼迫し，分配規制lの強

化が必要となった。既に40年夏から工作機械の分配を軍需部門に優先的に

向けさせることを意図した自発的優先順位制度が実施され，整備も行われて

いたが 41年3月には一般優先命令 E-1の発布により工作機械製造者は陸

軍，海軍，イギリス向け輸出を最初に充足することが義務づけられたのであ

る。だがこの分配規制は，軍需部門間への工作機械の分配量を制限せず， し

かも工作機械製造業者に対して出荷要求日を明記しなかったため，各々の軍

需生産計画が拡充されるにつれて，軍需部門間への工作機械の不均衡な分配

と混乱をもたらした。 これらの欠陥は41年には是正されず， 参戦後分配統

制の厳格化によって解決されることになる。

39年から 41年の聞に工作機械生産は2億ドルから 7億7500万ドルに急

増した。 この 3.9倍もの生産拡張は主として僅かな設備拡張 (41年半ばま

でに 10%の生産能力の拡大) と既存設備の稼動化に由来し， 交替労働制

(shift work) と下請制度は部分的に実施されたにすぎなかった。その大半が

中小企業者であり，絶えず景気変動の影響を激しく被っていた工作機械製造

業者は，戦後の生産能力の過剰化を強く警戒したため，設備拡張や工作機械

産業への他企業の参入に消極的な態度を示し，既存設備の生産効率を高める

措置として考案された特定の工作機械への生産集中を渋った。他方， 41年初
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めに軍部によって提案された工作機械製造軍工廠建設案は，工作機械を民間

金業から調達するとL、う既定の方針と相反するとの理由から破棄されたので

ある。

アメリカの参戦は工作機械の需要をさらに増大させた。軍需工場の新設は

もとより民需工場の軍需生産への転換も大量の工作機械の追加を必要とし

た。そこでまずプールオーダーの発行が拡大された。その狙いは，工作機械

製造業者に対し30%の前払いと政府契約の取消しに対する保証を与えるこ

とによって生産拡張を促進させるところにあった。しかし参戦後には資材や

設備を軍需部門に分配することが最優先され，工作機械工場の新設は不可能

となったため，生産拡張は応急的手段に依存せざるをえなくなった。すなわ

ち既存設備の稼動延長と効果的利用を達成するために，参戦前には工作機械

業者が渋っていた三交替制と工作機械あるいは部品の標準化が実施され，下

請制度も拡張された。こうして工作機械の生産は拡大され， 42年の生産額は

41年のそれの1.7倍に相当する 13億2000万ドルまで達した。しかし応急的

措置による生産拡張は急増する需要を十分充足する程ではなく， したがって

分配統制の徹底化を不可避としたのである。

まず工作機械の軍需部門への優先的分配量を引き上げるために， 42年4月

30日には一般優先命令 E-1-bが発布され，工作機械製造業者に生産量の75

%を軍部購入に割り当て残り 25%を海外注文とその他注文に分配すること

が強制された。その後特定の軍需生産計画への工作機械分配量に対しでも上

限が課せられ41年後半からの課題も解決された。さらに42年夏に航空機産

業への工作機械の分配が遅れていることが明らかになり， WPB は11月大

統領の要請に応じて航空機計画への分配を最優先する指令を出した。

こうして42年には軍需生産部門への分配を最優先した分配統制の内容も

厳密化されていったが， しかし43年に入ると軍需生産工場の建設がピーク

を越したことや戦争の帰趨が明らかになったことが影響して，工作機械需要

は減少し始め，生産拡張の継続とあいまって需給事情は好転に向い，分配統

制も緩和の方向に向った。 43年4月には航空機生産計画への分配の最優先
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権は撤廃され，秋には一般優先命令 E-1-bの緩和あるいは廃止が提案され，

生産も需要の減少に伴い 43年7月から急速に低下していった。そこで， 生

産の縮小を背景に工作機械業者に対し軍需生産への転換が新たに要求される

ことになる。殊に労働者が雇用削減を回避する手段としてこれを強く要望し

た。しかし，工作機械業者の多くは，将来生じるかもしれない緊急需要に対

応できる体勢を維持しなければならないこと，効果的に製造できる軍需品を

見い出しえないこと，軍需生産への転換によって従来の市場を喪失する恐れ

があること，戦後の民需生産に向けて準備を行う必要があること等を理由

に，軍需生産への転換に消極的な姿勢をとり，結局，需要の減少に応じて生

産を削減していった。工作機械生産は 44年には急減し翌年には 42年水準の

32%にまでおちこんだのである。

戦時期の工作機械生産は早くも 42年にピークに達し， その後直ちに低落

するとし、う特有の動きを示した。そして 42年までの生産の拡張は大規模な

設備拡張によるものではなく， 既存設備の拡大と徹底利用， 労働時間の延

長，下請の拡大など応急的措置によって達成されたところにその特徴があっ

た。それゆえ工作機械産業における設備拡張費は l億6000万ドルと小額で

あり，国家資金の役割も小さかった 第21表工作機械BLS価格指数と

(国家資金7000万ドル，民間資金9050

万ドル)。

戦時における工作機械の価格は第

21表のごとく，大戦勃発を契機に上昇

を速めた後，参戦後安定するという動

きを示した。大戦勃発はそれまで緩慢

であった工作機械，特に中古工作機械

の価格上昇に弾みをつけた。そのため

OPAは価格規制の必要を痛感したが，

物価統制が法認されていなかったこと

から価格規制の実施に際しては中古工

アルミニウム価格指数

(d腔開警思0州939抑年制8I (19~ ァ…ウム
ー 100)

1939 100 100 

1940 108 93.4 

1941 115 82.5 

1942 117 75.0 

1943 117 75.0 

1944 117 75.0 

1945 117 75.0 

工作機械;Wayne G. Broehl， Jr.， op. 
cit.， p. 169. 

アノレミニウム;Robert F. Campbell， 
The History 01 Basic 
Metal， New Y ork， 1948， 
pp. 236-9. 
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作機械と新工作機械に対して最高価格を設定し(前者は 41年2月， 後者は

5月と 8月に実施)，工作機械業者の自発的価格抑制に依存せざるをえなかっ

た。したがって，強制力を有しない OPAの価格規制は実効を伴わず，工作

機械価格は上昇し続けた。だが参戦後物価統制権限を付与された OPAは，

42年 1月に工作機械の最高価格を 41年 10月1日水準に凍結することを命

じ，同時にこれまでインフレを助長するものとして問題にされてきた海軍契

約におけるエスカレータ一条項を廃止する。価格凍結命令には価格調整が認

められていたが， ともあれ， こうした価格統制の施行の結果，工作機械価格

は戦時期きわめて安定した。最高価格が安定した水準を保ちえた背後には戦

時期，工作機械会社の純利益が戦前水準を大きく凌駕していたとし寸事実が

ある。

最後に戦時期の工作機械の分配状況を一瞥しておこう。工作機械の多くが

航空機産業，造船業はもとより軍需生産に転換し，膨大な軍需品生産を達成

した自動車産業，航空機用排気タービン，電子製品その他重要な軍需品の製

第22表産業別工作機械保有数

|脚 I19 
金属加工 358，988 449，021 

航 空 機 8，780 276，466 

自 動 車 130，518 243，686 

造船・兵器 73， 783 151，127 

電機機械 43，315 105，096 

特殊産業機械 46，052 93，194 

金属加工機械 71，271 91，430 

精密機械 40，390 84，042 

家庭用機械 12，971 45，568 

建設・鉱山・油田 17，721 41，089 

鉄道設備 43，620 37，304 

農業機械 18，156 31，632 

事務機器 14，505 17，307 
機械部品 49，883 17，235 
一般産業設備 99，441 11，945 

造に従事した電気機械産業，特殊機械

産業，精密機械産業に分配されたこと

が第22表から明らかになる。特に航

空機産業への分配は著しく増大し，戦

時工作機械出荷量の約 1/3を占めたと

いわれている。この間，工作機械の分

配が軍需部門に集中したとはいえ，全

産業にわたって工作機械所有数が増加

し， 30年代停滞していた工作機械の

更新が進んだことを指摘しておかなく

てはならなし、。実際，工作機械総数に

対する機齢 10年以上の工作機械の比

率は 40年の 72%から 45年には 38
14) 出所)Harless D. Wagoner， 。ρ.

%に下落したのである。 cit.，p. 375. 
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1)日本j向け工作機械輸出額は以下の通りである。

(単位 1，0∞ドノレ〉

1935 1，600 

1936 2，6∞ 

1937 9，000 

1938 18，500 

193事 18，100 

1940 14，800 

出所)W皐戸leG. Broehl， Jr.， Precision 
Valley， Engl母woodCliffs， 1959， 
pp. 152， 155. 

2)第2次大戦期の工作機械輸出は以下の滋りであるくなお総額は第9淡の数値と若乎

終っている〉。

工作機械輸出

総 額

1939 91. 

1940 208. 

1941 185‘ 

1942 159. 

1943 237. 

1944 163. 

出所)Harl巴55D. Wagoner， Op. cit.， p. 383. 

3) Ibid.， pp. 283-9‘ 

4) Ibid.寸 pp.24幸一51.

く単位 1∞万ドノレ〉

その他

46.8 

53.9 

11.3 

8.4 

15.5 

16.8 

5) 1941年には総綴2億 2200万ドんであったブ…/レオーダーは， 42年1月113から2

Jヲ19日までに新たに4銭6000ヌゴドノレが発布され，以後念場していき，議事需工擦の

建設が一段君事した必然半ばには減少に向った。 1945年 9}ヲまでに総額 18穏 6300

万ドノレのプールオーダ…が発行されたくIbid.，pp・265ω7)。

6) Ibid.， p. 277. ド務鍛j度は重量戦後拡大され， 43午前初めには下誇業務の製滋時間は総、

製造待問の約259五を占める設でにいたった (lbid.，p. 262)。

7) Ibid.， pp. 290叩3，322-3. 

8) Ibid.， p. 323. 

9) Ibid.， p. 278. 

10) lbid.， p. 271. 

11) Ibid.， pp. 323-4 
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12)戦時期における工作機械産業の純利益に関する資料は利用できないので，パーモン

ト州スプリ γグフィールドの3社，ジョーンズ・アンド・ランソン，フェローズ・

ギァー・シェーパー，ブライアント・チャッキング・グラインダーの純利益を挙げ

ておく。これら3社の純利益の動きは非常に異っているが，しかしいずれにあって

も戦時期の純利益は戦前水準を大きく上回っていたのである。

ジョー γズ・ァγ ド・ラシソシ社，フェローズ・ギァー・ 3ノエーパ一社，

プライアγ.チャッキシグ・グライ γダ一社の売上高と純収益

(単位 1，000ドノレ〉

Jones and Lamson Fellows Gear Shaper GBrrinydanet r Chucking 

売上高|純収益 売上高 | 純収益 売上高 | 純収益
1935 2，087 281 1，617 283 507 42 

1936 2， 738 214 2，202 496 504 25 

1937 4，395 668 2，855 592 977 87 

1938 2，912 249 2，050 129 1，882 416 

1939 4，978 844 3，271 623 2，097 428 

1940 9，469 1，194 8，694 1，427 4， 166 621 

1941 16，079 1，599 10，234 1，081 6，905 740 

1942 24，172 1，496 15，499 912 15，226 814 

1943 27，031 1，597 20，469 986 15，207 657 

1944 14，751 481 13，984 860 8，493 438 

1945 11，076 284 13，421 937 4，906 237 

出所)Wayne G. Broehl， Jr.， op. cit.， pp. 148， 175， 206. 

13) Har!ess D. Wagoner， o.ρ. cit.， p. 274. 

14) Ib id. ， p. 374. 

5. アルミ=ウム産業

戦時におけるアルミニウム生産は航空機増産計画に伴って拡張され， 39年

~43 年に 16 万 4000 ショートトンから 92 万ショートトンに増大した。そし

て，その伸び率が比較的低かった鉄鋼，銅などの基礎資材のなかで、際立つて

いたアルミニウムの増産は，大戦勃発直前から着手された民間設備拡張と 41

年後半からの政府設備拡張によって達成されたのである。民間設備拡張はア

ルミニウム生産を完全に独占していたアルコアによって開始された。同社は

38年 11月， 総額2億 5000万ドルの費用で 43年末までに生産能力の倍増を
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目標とした総合的拡張計画に着手し， 39年にはアルミナ工場をアラパマ州モ

ーピノレに 41年にはアルミニウム還元工場をワシントン州パングーパーに

新設した。またこれまでアルミニウム箔製造に従事してきたレイノルズ・メ

タルは40年8月2000万ドルの RFC ローンを得てアルミナ工場をアラパ

マ州レスターヒノレに，アルミニウム還元工場をワシントン州ロングビューに

建設した。レイノノレズによるアルミナ工場の建設は， これまでのアルミナ生

産におけるアルコアの完全独占を崩壊させたという点で画期的な出来事であ

った。アルミニウム設備拡張はまず民間資本によって開始されたのである。

しかし，このことは，将来のアルミニウム需要に関する軍部の過小評価とあ

いまって政府に楽観的なアルミニウム需給予測をいだかせ，政府設備拡張計

画の実施を遅らせる要因となった。アルコアの経営者は将来の需要が進行中

の設備拡張によって十分充足されると主張し， NDACや OPMはアノレコア

の需給予測を全面的に信頼して，民開設備拡張以外の拡張措置を何ら講じよ

うとはしなかった。実際， NDACは， 先のレイノルズの拡張案に対し援助

を与えず，また国家資金によってアルコアの生産能力を 3倍に拡張すべきだ

とするレイノノレズ社社長の提案をも拒否したのである。だが40年末から 41

年初めにかけてアルミニウム需給事情は悪化してきた。そして 41年5月に

開催されたトルーマン委員会の公聴会において年間 30万ショートトンのア

ルミニウムが不足していることが明らかにされ， OPMは早急に対処するよ

う求められた。そこでOPMは7月半ばに漸く政府設備拡張の準備にとりか

かったのである。

41年9月から着手された政府拡張計画は民間設備拡張をはるかに凌駕す

る大規模なものであった。 DPCは総額7億7400万ドノレの費用でアルミナ，

アルミニウム還元，加工，電力などの施設を新設し， 44年には全アルミナ生

産能力の 52%を占める 127万8000ショートトンのアルミナ工場と全アノレミ

ニウム還元生産能力の 56%に達する 63万6500ショートトンの還元工場と

を所有するにいたった。こうして戦時アルミニウム需要は，民間および政府

の設備拡張によるアルミニウム増産と RFCの子会社たる金属備蓄公社を通



第2次大戦期におけるアメリカ戦時生産の実態について (2) 堀 223(587) 

してのカナ夕、、からの輸入とによって充

足された。

ところで，大戦勃発直前から増大し

主としてスリナム，英領ギアナから輸

入された高品位のボーキサイトは参戦

後の船舶不足から減少し(第23表)， 

アルミニウム生産の拡張は国内ボーキ

サイトに依存せざるをえなくなった。

圏内ボーキサイトは多くの珪土を含ん

第23表 ボーキサイトの国内生産

と輸入

日百日|輸 入

1937 425 507 

1938 311 456 

1939 375 520 

1940 439 630 

1941 937 1，117 

1942 2，602 884 

1943 6，232 1，542 

1944 2，824 556 

1945 981 737 

でし、たうえに，アルミナ含有量は45~ 出所)Historical Statistics 01 United 

52% と 50~61%の含有量を示していた States to 1970 p. 605. 

輸入ボーキサイトより低品位であった。そこで，園内ボーキサイトを処理す

る方法として石炭ソーダー焼結法(lime-soda-sinter)が従来のバイヤ一法

(Bayer process) に結合され，輸入ボーキサイトの減少から生じた生産拡張

への制約は克服されたので、ある。この間， アルミナ含有粘土からアノレミナを

製造することを目的としたヒクソン=ミュラ一法 (HixsonMuller process) 

の開発にみられるように，戦時期のアルミニウム産業の技術開発は非ボーキ

サイトからアルミナを製造することに集中したが，それらはいずれも実用化

されるにはいたらなかった。アルミニウム戦時生産拡張においては新技術の

普及は全くみられず，その特徴は横への拡張にあった。

戦時増産において決定的な役割を果したのはアルコアであった。同社は38

年 11月から大規模な設備拡張に着工したのをはじめ， 政府アルミナ工場の

すべてと大半の政府アルミニウム還元工場の運営にあたり(第24表)， 40年

5月から 45年8月までに 114億ポンドのアルミナを生産し， 55億ポンドの

アルミニウムを精錬し 27億ポンドの板 4億 5000万ポンドの押し出し材

を製造し 5億ポンドの鍛造 4億ポンドの圧延を行なった。

政府工場の建設地，規模あるいはデザインの決定はアルコアに委託された

が，同社による政府工場の運営は DPCの監督のもとにおかれた。 41年12
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第24表 政府アルミナ工場および政府アノレミニウム還元工場

工場の型および所在

アルミナ工場

Hurricane Greek， Ark. 

Baton Rouge， La. 

還元工場

Burlington， N. J. 

Jones Mills， Ark. 

Los Angels， Calif. 

Maspeth， Queens， N. Y. 

Riverbank， Calif. 

Spokane， Wash. 

Massena， N. Y. 

Tocoma， Wash. 

Troutdale， Orge. 

|年間生産能力|戦車時中の|霊却ないし
(100万ポγ ド)1運営会社 与先会社

1，555 

1，000 

108.8 

152.1 

185.6 

296.9 

109.9 

218.8 

107. 7 

40.2 

140. 7 

Alcoa 

Alcoa 

Alcoa 

Alcoa 

Alcoa 

Alcoa 

Alcoa 

Alcoa 

Alcoa 

Olin 

Alcoa 

ReynoJds 

Kaiser 

修理

Reynolds 

修理

修理

修理

Kaiser 

緊急生産用

Kaiser 

Reynolds 

出所)Walter Adams and Horace M. Gray， Monopoly in America; 
陸井三郎訳『アメロカの独占』至誠堂， 1960年， 186頁。

月12日にアルコアと DPCとの間で締結された政府工場運営契約は， DPC 

がアルコアに委託されたすべての政府工場の運営を決定する権限を有するこ

と， さらに政府工場の運営によって得られる収益の 15%がアルコアに支給

され，残りが政府に返還されるべきことを規定した。主要な政府工場の大半

がアルコアに委託運営されたため， その運営と利潤配分に関しては規制が課

せられたのである。かかる規制のもとでアルコアは膨大な戦時生産を遂行し

ていくが， 39 年~44 年の年平均純収益は， 高率の戦時課税の施行と後述す

る価格の引下げにもかかわらず， 3825万ドルを示し， 39年水準君ど上回って

L 、Tこ。 しかもアルコアが自ら実施した u. S.スチーノレに次ぐ大規模な設備

拡張に加速度償却法が適用され， その投下資金の大半が戦時期に回収された

アルコアは資金面できわめて潤沢になった。戦時生産の遂行は特に資ため，

金面でアルコアに大幅な改善をもたらしたのである。

戦時期のアルミニウム価格は特殊な動きを示した。それはアルコアの主導

のもとに 40 年 5 月 ~41 年 10 月にポンド当り 20 セントから 15 セントに下

落し， 終戦まで 15セントの水準で凍結される。 参戦前にアルコアが価格を
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引き下げたのは 37年に同社が反トラスト訣違反で組訴され， その審理の

退忽で、アノレコアにおけるプノレミニ二ウムボンド当りコストが約時々ントであ

ることが明るみに出されたためであるが，そこには戦時拡張の過程で饗易と

なる参入者に対し家制しようとする意隅も含まれていたのである。 また参戦

後一定水準に価格が維持された背景には戦時期 TVAが電力開発を担当し，

アノレコアがそれに必要な資本投資を免がれたこと，アルミニウム生産コスト

に大~な比重役占める龍カがキロタワット待当り 2.5~3. 5ミノレという安{阪で

供給されたこと，またアノレコプの戦時科誌が増大していたこと等の要路が存

していた。以上のような種々の要因が戦時擦のアルミニウム鶴格の低水準

の維持を可龍にしたのであるつ。CharlottF. Muller， Light Metal Monotoly， 1946， rptηNew York， 1宮68，pp.
198~9， 215. 

2) Ibid.， pp. 203…& 
3) Ibid.， p. 216. 

4) DPC支出の内訳はアルミニウム遼光施設に1憾8前o万ドノレ，アルミナ施設にお∞
ヌ子ドノレ， 加工施設に4緩4100ヱゴトツレ，蓄電力施設に2800万ド、ノレ， その他?と3600万

ドノレとL、う構成になっていたくIbid.，p. 200. 779，465，000ドルとな

つでいるが， 774，465，000ドルの誤りであろう〕。

5)United States Tariff Commission， War Ch(lπge in lndustry Series， No. 14， 

Aluminum， 1945， pp. 63， 76. 

告)Ibid.， p. 45. 

7) Charlott F. Mull民 ψ.citサ pp.207-8， 210-2. 
8)CharlesC. Carr，. Alcoa; A持 A掛el・ica持 Entertrise警 NewYork. Toronto， 

1952， p. 252. 

9) Charlott F. Mul1er， ot. cit.， p. 218. 

10)戦時期におけるプノレコアの純収益と滅filli償却資金額は以下の滋りであり，
額 (2議室3580万ドノけは喜言者の総審議 (2後4950万引のにほぼ匹敵したc

プノレコアの紋主主と減価償却 (単佼

もの。
出所)Moody's Industriaえ1946.
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11) Charlott F. Muller， op. cit.， pp. 196-7. 

6. 石油産業

戦争遂行は航空機，艦艇，商船，軍用車輔の動力燃料として大量の石油を

消費したが， 戦時の石油生産の伸びはさほど大きくなく 39 年~45 年に原

油，精油の生産は1.4倍に増大したにすぎなかった。

大戦勃発から参戦までの石油生産は輸出や軍需にほとんど影響されること

なく，もっぱら民需消費の増加によって着実に増大した(第25表)。石油産

業はこれまでかかえてきた大量の遊休設備を再稼動し，増大する需要を容易

に充足しえたのである。 しかも 1940年における原油日量は約 370万バレル

で推定生産能力475万バレルを 22%下回り 41年においても精製設備稼動

率は 87%であり，すべての遊休設備が稼動しつくされたわけで、はなく，生産

能力には余裕があったのである。ただ航空機ガソリンにおいて生産能力に若

干の不足が生じていたにすぎなかった。この時期に石油産業にとって問題と

なったのは大西洋沿岸地方への石油輸送だけで、あった。 41年春にイギリス

はドイツの攻撃により 78隻のタンカーを喪失し， 石油輸送に重大な支障を

きたした。 この事態を救済するため， 大統領は5月に 50隻のタンカーをイ

ギリスに貸し付けたが，これが従来

石油輸送の 95%をタンカーに依存

してきた大西洋沿岸地方への石油輸

送能力の削減をもたらしたのであ

る。 41年5月に創設された石油管理

機関たる石油調整局 (0伍ceof Petr・

oleum Coordinator for National 

Defense) は石油会社に大西洋沿岸

地域への石油供給を自発的に削減す

ることを要請し，同地方への石油供

給は低下した。

第25表精油の民需消費および軍需調
達1)

(単位 100万パレノレ〉

|総生産|民需|軍需

1939 1，230.5 1，118.5 12.0 

1940 1，326.6 1，312.1 14.5 

1941 1，485.8 1，460.7 25. 1 

1942 1，449.9 1，350.6 99.3 

1943 1，521. 4 1，302.3 219.2 

1944 1，671. 3 1，223.5 447.8 

1945 1，772.7 1，184.6 588.1 

1)総生産は第9表と若干異なる。
出所)Harold F. Williamson et al.， 
op. cit.， p. 772. 
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この輸送問題は41年10月末に 25隻のタンカーが返還されることによっ

て一時緩和された。しかし，アメリカの参戦はこの問題を一層深刻化した。

石油産業における参戦の影響は直ちに生産商に現われたわけではなかった。

参戦後，アメリカの大西洋航行タンカーはドイツの潜水艦の攻撃を受け， 42 

年5月までに55隻が沈没され， 大西洋沿岸地方へのタンカー輸送能力は41

年12月水準の 1/5にまで急減した。 これは同地方への石油輸送を全く困難

にした。そこで，緊急輸送手段としてタンク車，鮮などが動員されるが，同

時にパイプラインの建設も推進され，輸送能力の拡大が図られた。もちろん

タンカー建造も進められたが，それらの多くは海外援助輸送に従事し，国内

輸送への利用は制限された。大西洋沿岸地方への石油輸送におけるタンカー

の占める比率は41年から 43年に93%から 12%に激減するのに対し， タン

ク車による輸送の比率は2%から 61%に急増する。その結果 41年には日

量154万バレルであった大西洋沿岸地方への石油輸送量は42年には 122万

パレル 43年には 139万パレルと低下し， パイプラインの拡張が完成する

44年には 171万パレノレに達し， 41年輸送水準を上回るのである。

この石油輸送問題の深刻化に伴い民需消費規制も輸送の困難な地域，大西

洋沿岸地方と太平洋北西部から実施される。ガソリンに関しては石油管理局

(Petroleum Administration for War-42年に OPCを改組)は42年2月に

大西洋沿岸地方に対し 15%の消費削減を勧告し， 3月19日には同地方と太

平洋北西部地方に対し20%のガソリン出荷量の削減を命令した。しかし民需

ガソリン消費は依然増大し続けたため， PAWは5月15日に大西洋沿岸地

方と太平洋北西部地方へのガソリン出荷量を半分に削減することを命令し，

同時に大西洋沿岸地方に対しガソリン配給制を実施する。また燃料油に関し

ては PAWは両地方に対し，まず， 燃料油から石炭への工業燃料の転換，

燃料油をエネルギーとする設備の新設の禁止，燃料油の供給削減などの燃料

油消費規制措置を講じ， そして 10月には両地方で燃料油配給を実施する。

だが42年12月には軍需調達が増大するとともに航空機用ガソリンと合成ゴ

ム製造に石油が優先的に分配されたため，ガソリン，燃料油の配給制の実施
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は全国に拡大されるにいたった。だが第24表から明らかなように， 民需消

費統制は厳格なものではなく， 戦時期の民需消費量が39年を上回っている

ことは注意を要する。

で、は参戦後石油生産はどのように遂行されたであろうか。参戦後にはタン

カー不足に加えて鉄鋼不足が深刻化し，それらはこれまで原油生産に関する

楽観的予測を消失せしめた。前者は大西洋沿岸地方の精油所への原油供給を

困難にすることによって間接的に豊富な油田を有していたメキシコ湾沿岸地

方の原油生産を制限し，後者は全般的に油井掘削活動を制約したのである。

PAWはかかる困難な状況に対処するため， 一方では30年代に実施されて

いた生産制限を緩和し既存油井における生産を拡大することに努め，他方で

は試掘済み油田における油井掘削を原油生産の最適回復が可能な間隔すなわ

ち40エーカ一間隔を行うことを命令し， 最小限の鉄鋼消費で最大限の原油

生産を確保することを試みた。またタンカー不足からメキシコ湾沿岸地方せ

の原油生産が制限されたために，それを補完する方法として， PAWは，パ

イプライン，鉄道，内陸水運等で大西洋沿岸地方の精油所に原油を供給でき

るカンサス州， ミシガンリ+しテキサス州東部の既存池田での生産を応急的に

拡張させた。だがここでも深刻な鉄鋼不足は油井掘削活動を制限したから，

油井の回復を保障する上限基準とされた最大有効生産率 (maximume伍cient

rate)を上回る増産が行われ，将来における多少の石油枯渇は犠牲にされた。

したがって鉄鋼不足と輸送設備の不足が最も深刻であった42年には原油生

産はいったん下落し，輸送設備の増加につれて上昇していた。だが油井掘削

活動を制限した鉄鋼不足は大幅に改善されるにはいたらず，新油田の開発を

著しく停滞させ，原油増産を既存油井の最大限生産に依存せしめたのであ

るo 42年には最大有効生産率をかなり下回っていた原油日量は44年にはそ

れに達し， 45年には 18万ノミレノレから 26万5000ノミレル土回るにいたった。

その結果， 42年から 45年の聞に油弁当り日量は 9.4バレノレから11.3バレル

に増大したのである。かかる原油増産方法は当然油井の枯渇の増大をもたら

した。 30 年代には 20%~25%であった全油井に対する枯渇油井の比率は 42
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第26表 戦時精油生産 (j単位 100万パレノレ〉

一日:一子iガソリγ|燃瓦司すiIll戸孟瓦
1939 1，284.0 596.5 

1940 1，333.3 597.4 

1941 1，460.3 671. 1 

1942 1，387.6 587.0 

1943 1，477.7 592.4 

1944 1，715.4 722.7 

1945 1，793.5 774.5 

467. 7 

499.5 

531. 5 

555.6 

628.8 

700.6 

718.7 

68.5 

73.9 

72.6 

67.5 

72.3 

78.3 

81. 0 

151. 3 

162.5 

185.1 

177.5 

184.2 

213.8 

219.3 

出所)Historical Statistics 01 United States to 1970，p. 596 

年以降上昇じ 29%から 35%の聞を変動していたのである。 ともあれ， 戦時

原油生産の拡張は新油田の開発，試掘済み油田における活発な掘削活動によ

るものではなく，主として既存油田における制限された掘削活動のもとでの

応急的生産拡張によるものであったといえよう。

精油生産は原油生産とほぼ同じ動きを示したが，戦時需要の変化にともな

い精油製品の生産に変化が生じた。第 26表から明らかなように， 参戦前に

はガソリンの生産が首位を占め，以下燃料油，灯油と続くが，参戦後にはガ

ソリンの民需消費規制の導入と軍需用燃料油の需要増大とから燃料油生産は

増大し続け 43年にはガソリン生産を上回るにいたった。だが燃料油生産

は拡大し続けたにもかかわらず， 43年末から航空機用ガソリン生産が一挙

に増大し(第27表)， 44年には再度ガソリン生産が燃料油生産を凌駕する

にいたった。こうした精油製品別の生産の変化

をともないつつ， 精油生産は全体として 39年

~45 年に1. 4 倍拡大したが， 精製部門の生産

能力の推移を示した第28表と同部門における

設備投資を示した第29表とから， 航空機用ガ

ソリンである 100オクタン・ガソリン， トルエ

ンなど軍需用精油の多くが設備拡張によって増

産されたのに対し，その他の精油の生産拡張は

遊休設備の動員と既存設備の効率的稜動による

第27表航空機用ガソリ γ
生産(100オクタシ

以上〉
(単位 1，000ノξレノレ〉

|年生産

1941 21，110 

1942 27，688 

1943 62，044 

1944 136，130 

1945 124，215 

出所)Harold F. Williamson 
et al， 0)う.cit.， p. 789. 
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第28表精油部門における生産能力

生産能力(単位1，000ノζレノレ/日〉 精油所数

メι斗z 計|操 業|遊 休|建設中1) 合計|操業設備|遊休|建設中

1939 4，508.6 3，933.8 574.8 142.3 435 103 

1940 4，628.6 4，196.7 432.0 92.6 547 461 86 

1941 4，719.0 4，180.6 538.4 141. 2 556 420 136 

1942 4，956.6 4，496.8 459.8 43.4 522 430 92 

1943 4，902.0 4，409.0 493.0 195. 1 471 386 85 

1944 5，093.0 4，709.4 383.6 118.3 452 384 68 

1945 5，301. 2 5，077.7 223.5 36.1 413 380 33 

1)既存設備への追加が含まれる。
出所)Harold F. Williamson et al.，。ρ.cit.， p. 784. 

第29表精油部門における設備投資 (単位 100万ドル〉

政府資金 民間資金 メ口斗 言十

100オクタ γ ・ガソリシ 233 631 

ト ノレ ニ己 γ 22 39 

j問 滑 油 27 

そ の 他 36 

メ口斗 計 255 I 733 I 

出所)United States Tari任Commission，War Changes in Industry 
Series， Reρort No. 17. Petroleum， 1946， p. 60. 

ものであることが明らかになる。

864 

61 

27 

36 

988 

7 

10 

6 

1 

l 

1 

そこで，精製部門における設備拡張が集中した 100オクタン・ガソリンの

生産についてみておこう。航空機エンジンは 100オクタン以上の高性能ガソ

リンを要求し， 自動車用ガソリンを燃料として使用できなかったため，その

生産が緊急に必要とされた。しかし参戦前には，航空機生産の急速な拡張に

もかかわらず，軍部およびOPMが航空機用エンジン需要を低く見積ったた

めに， 100オグタン・ガソリン設備拡張は最初から大規模に進められたわけ

ではなかった。 41年 10月には日量8万バレルの拡張計画が認可されたのみ

であった。したがって本格的な 100オクタン・ガソリン計画の実施が参戦後

直ちに必要とされ， WPBは41年 12月 23日， 日量 15万バレル計画を追加
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したのを皮切りに， 漸次その計画目標を引き上げ 43年6月までに日量54

万トンにまで拡大した。だが， この計画に要する設備や資材に対しては43

年7月まで最優先順位は指定されず， しかも設備建設には相当の期間が必要

とされたために， PAWは新設備の完成まで・応急的生産拡張を実施し，需要

の増大に応じなければならなかった。「緊急100オクタン計画」 と呼ばれ，

42年初めから実施されたこの計画の内容は，オクタン価を引き上げるための

四エチノレ鉛添加率の増大， アノレキレート， ゴダイマー， クメンなど配合剤の

生産拡大，ベース泊になる良質ガソリン (オクタン価 70~80) 生産への既

存接触分解設備の転換，生産者間の生産協力体制の確立とそれによる.生産方

法の改善からなっており，この緊急生産計画の実施の結果， 100オグタン・

ガソリンの日量は42年 1月から 43年 12月までに4.7万バレルから 20万バ

レルに増大した。 PAWの推計によれば， この期間の増産分のうち設備建設

によるものは35%と少なく，残り 65%は配分剤の使用の増大とその他生産

方法の改善によるものであった。

だが43年 12月にいたっても生産は目標をかなり下回っていたため，設備

拡張が推進された。だが設備拡張の過程で新技術である接触分解設備が急速

に普及したことは注目されなければならなし、。接触分解法はガソリン得率を

高め， コストを引き下げるものではなかったが，従来の熱分解法に比してオ

タタン価 87~8 の高品位のガソリンを製造することができたのである。戦時

には，流動接触分解法，改良接触分解法が開発されたが， PAWは前者の工

業化に主力を置き，スタンダート触媒会社が保有している流動接触分解法の

特許を石油会社に公開させ，その特許料を 1バレル当り 5セントに引き下げ

る措置をとった。戦前から唯一実用化されていたフードリ法に加えて流動接

触分解法，改良接触分解法が工業化された結果，接触分解設備の日量生産能

力は41年の5万6400ノミレノレから 45年は 35万3500ノミレルに拡大され， そ

れとともに 100オクタン・ガソリン生産も 41年2111万バレノレから 44年に

は1億3600万バレノレに増大した (第27表)。 ところで高オクタン価の配合

剤の開発と製造，接触分解法の工業化など 100オクタン・カ、ソリンの技術開
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発と生産において主導的役割を果したのは，ニュージャージー，シェル，ソ

コニーなど巨大石油資本であった。ニュージャージーは配合剤に関しては

1929年に合成イソオクタンの製造技術である重合技術を確立したのをはじ

めとして，アルキレート， ゴタイマーを開発，製造し，上述した流動接触分

解法を開発した。シェノレは合成イソオクタン製造技術である硫酸抽出法を開

発し，ソコニーは改良接触分解法の開発を行った。そLて， これら 3社は

100オクタン・カソリン生産設備の大半を自己資金で建設し， 生産において

も上位を占めたので、ある。 100オクタン・ガジリン生産拡張の過程で高オグ

タシぽ配合剤の生産拡大と，接触分解設備の急速な工業化がみられたが，配

合剤生産技術は，それが他の炭化水素に適用されれば多様な物質を製造する

ことが可能な点で，そして接触分解設備の工業化は，接触分解設備が石油化

学原料となる廃ガスを大量に発生せしめた点で，またその普及は主要石油会

社を接触分解法に習熟せしめた点でその後の石油化学工業の急速な発展を基

礎づける要因となったのである。

精製部門でのその他の軍需品生産について補足しておくならば， TNT火

薬の主要原料で、あるトルエン， 多目的80オグタン動力燃料油， 特殊ハイオ

クタシ・ディーゼル燃料油，航空機専用潤滑油などが製造され， トノレエン設

備拡張には 6100万ドル， 潤滑油設備拡張には 2700万ドルが支出された(第

29表)。平時にはコークス製造の副産物として生産されていたトルエンは軍

需の急増に伴い石油から製造されるtこいたり 44年には石油l系トノレエン生

産は全トルエン製造量の 81%を占めた。ここにおいてもニュージャージ}左

シェルは主要な役割を担った。ニュージャージーの子会社であるハンフツレ石

油が運営したベイタウン固有軍需工場は，ニュージャージーが開発した(イ

ドロフォーミングを使用し， 40年から 45年までに4憶8400万ガロン，すな

わち戦時石油系トルエン製造量の約半分を生産し，アメリカ最大のトルエン

工場となった。 これに対しシェノレは40年末からトルエン生産に着手し， 自

己資金による設備拡張を行い 40年から 45年までに7300万ガロン， 全生

産量の約 15%を製造した。
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第30表 主要不ゴ治会社戦時拡張資金 (1940 王子、 8 月 ~1945 年 7Jl) 

1，000トやノレ7

.Standard Oil Co. of N. J 

Gu¥f Oil Corp‘ 
Sinclair Oil Corp. 

Shell 

Standard Oil Co.、ofIndiana 

Texas Co. 

PhiIlips Petroleum Co 

Sun Oil Co. 

Stand品rdOil Co. of Californ:i畠

United Stat忠告 Civilian Procluction Administration， 

101，668 

62，050 
4ち，469

悌，812

82，408 

73，047 

45，328 
1号，047

f持dustrialFacilities Authorized Juか1940-August1945. 

るに，石油産業にとってまず困難をなしたのはタンカ…不足に由来す

る輸送能力不足であり，参戦後における民欝消費規制もかかる事情から大西

洋沿岸地方，太平洋北西部などから実施された。燦治生産およ

用精油以外の橋治生産は，主として塁走存設鯖のブノレ稼裁によって主主大された

が，これに対し航空機用ガソ哲人 トノレエンなどの軍需用精油の生産拡大は

設係拡張によって議成されたといえよう O

最後にかかる特徴を示した戦時石油生産のなかでのニュージャージー，シ

ェルの動向についてみておこう O 第30表にみられるよう

会社の設備拡張においては航空機会社，自動車会社，

務資~の った。そのなかにあってよ二品ージャ…ジーは最も多くの

国家資金を科用した。国家資金拡張設備のなかには多年開使用料1ドルで運

営契約を締結したトノレエン， ブタジニιン¥合成ゴム絡の DPC工場が含まれ

ていた。しかしニュージャージーは航空設機用ガソザン設備拡張に対しては

自己資金で競うことを決定し， 例年7)きまでにそれに約6800万ドルを支出

し，これに加えてトルニL人 ヅタジコニ人 合成ゴム設俄にも約2960万ドノレ

出した。自己資金設備拡礁は国家資金設備拡張を下関つでいるとはい
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第31季語 エ払ージャージー，シェルの売上筒と純i反主主(単依 1，ω0わめ

1939 

19品。
1941 

1942 

1943 

1944 

1号45

Standard Oil Co. of N. J 

売上潟

933， 

821， 

978， 

1，039， 

1，302， 

1，638， 

1，618， 

出所)Moody's lndustrial Manual. 1946. 

Shell 

純 i紋益

11，806 

15，655 

17，334 

16，860 

24，543 

28，164 

28，712 

主華客五油企業のなかにあっては最大であったことは注意しておかなくて

はならなL、
これに対しシェルは自己資金による設備拡張に重点なおい 陪様な設

備拡張方法はチキサコ，スタソダード・インディアナに顕著にみられる。大

戦勃発言ぢから自己資金によってアルキノレ設備の拡張さと進めてi!tこシ且ルは参

戦後のグメン， トノレ，:t:.ン，航祭機用ダソリン設備拡張に際して従来の方法を

継続した。ただ 1943年にウィノレミングトンとウッドジパーで総額 3500万ド

ルの接触分解設備を建設したとき， 1740万ドルの国家資金を借入れたが，

その後国家資金の科用を此め多 43年 12月までに借入れられた国家資金をどす

べて返済した。ニュージャージーおよびシ品ノレの戦時期における純収誌は，

第 31茨のごとく 42年にはいったん低下するものの，その後再度上昇し， 39 

年---..44年に龍寺警にあっては 74%後者にあっては1.4倍の増加を示している。

しかも間期間にユュージャージ…の税引売上収益率は 9.5%の水準を傑ち，

シェルのそれは 4.8克から 5.7克に上昇しているのであって， 戦時期の石油

企業，特によニュージャージーの収益率はきわめて高かったのである。

1)磯上誌は大戦毒事発後， 4射こぎ…ロッパ交戦諸E認でのぬ綴消費綴縦の祭主義の結泉減少し

すよ。ョー P ッパへの精油輸出は39年の5480万バレノレから41室料こは3000万バレノレ

と大きく低下した (HaroldF. Williamson et al.， The America持 Petrolet側

lndustグ'yE:むansto拷 1963，p. 751)。
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2) Ibid.，pp. 761， 775. 

3) Ibid.， p. 753. 
4) Ibid.， p. 759. 

5)戦時期には総額2億8850万ドル〈民間資金工総2700万ドノレ，僚長女資金工億6150万

わけがパイプライン建設に投じられ， 45年9Jl i 'C'~こ余長老 1 万 3598 '"<イノレの

おのパイヅラインが完成した。 このうち終に童主要なのは， メキシ口湾沿勇経から東

部海岸地方に潔泌を験送ずる閥的でテ正予サス封、i担ングピーチからペンシノレヴァユア

州ブ品エックス・ジヤングシ器ンに残設されたビッグ・インチ・パイブラインと，

F誇滋部および中華宮部の事善治，特にだソリンを東部海摩地方に輸送する目的でテキサ

ス分jどaーモント・ヒ aーストンと Z 品ージャ…ジーチHリンデンとの簡に建設され

たヲトノレ・ど γ グ・パイプラインである。 潟三警はともに国家資金によって建設され

Tこ(Ibid.，pp. 765-6ふ

6) lbid.， p. 767. 

7) lbid.， pp. 766叩.70.

8) Ibid.， pp. 776-8. 

9) 1億バレル以上の生産が可能と雄主宣された新I旗印は1920年から39年の燭に年平均

3カ所が開発されたのに対し40年から44俸の期間には合計時カ所が発見されたの

みであった (UnitedStates Tariff Commission， War Changes in lndustry 

Series， No. 17 Petroleum， 1946， p. 6ふ

10) Harold F. Williamson et al.， ot. cit.， pp‘ 778-9. 

11) William T. Hogan， op. cit.， p.1357. 

12) Harold F. Williamson et aJ.， o.ム cit.，pp. 783-8. なお， 100オグタン・ガソヲ

ン製造に熊ナる技術的発燃については.Pi図星発「アメリカ石泌化学工淡の成立

く2)J 多量貿易研究』第27号， 1966年.57-61交を参照。

内問fij議論文， 62-5J!i:。

14) H品roldF. Williamson君tal.，。ム cit.，p. 790. 

15)内田前議論文， 60， 66-8 J!i:。

16) Harold F. Williamson et乳1.， op. cit.， pp. 791-2. 

17) Kendall Beaton， Enterprise in Oil， a History of Shell i持 theUnited States， 

New York， 1957; p. 602. 

18) Chales Sterling Popple， Standard Oil C01持pa露y(NewJeグsey)in移TorldWar 

II， New York， p. 240. 

19) Kendall Beato九 op.cit.， p. 630. 

7. 合成ゴム工業

これまでの叙述から明らかなように，第3次大戦期のアメヲカの軍需生産
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には多様な特設がみられたが，ぉ;由化学工業，電子工業が新興主主業と

したことも3重要である。以下では戦後の石油化学工業の発践を導し、だ合成

ゴム工業と との動向につい ょう。

100 ::tグタジ・ガツワン生産やトゾしエ:ン生産は石油化学工業の

づける要閣となったが，戦時における合成ゴムの工業化はそれ以上の意義が

あった。その理由としては，戦前アメリカがその供給の大半きと海外に依存し

ていた天然ゴムが参戦念契機応途絶し，

るものとじて，合成ゴム こと，アメ PブJの合成ゴム

遊技術は原料となるブタジエン，スチレンが石油から製造μされた点-で本格的

石油化学技街であり，後の石油化学工業の基礎となったこと，さらに戦時期

の合成ゴムの製造を逸して若油会社，化学会社， ゴム会社などの多くの企業

が石油化学工業に参入し，石油化学工業の骨格が形成されたことが挙げら

る。

30年代には， 主として自動車タイヤ需要によりアメヲカは会伶泉ゴム

約半分を消費していたが，その供給は英領マラヤ，演領インドな

面的に依存していた。したがって大戦結発後，軍需物資として議事喜なゴムの

確保が直ちに問題となった。

1940年に試合成ゴム

イアーストーンーU.S.ラパー. (器フィすプス石油ーグッドジッ T，(3) ~ダ

ウ・ケミカルーグッドイヤーによっ之教自に館姶され，議少ながら実織の生

も開始されていた。だが大量生産は.1. G.ブアルベン，エ品

の合成ゴム特許の独占や合成ゴムのコスト潟などによって妨げられてし

政府内でも合成ゴム針画が議論され，政府工場の建設によって合成ゴ

を推蒸するという基本方針が機立していたが， 実藤には41年3月に

能力4万トンのブナ S製造工場が認可されたのみであっ 結議， アメジ

フりは参戦まではうた然ゴムの備蓄を過してゴムを確保した。天然ゴムの備蓄は

最初は商品館用公社 (CommodityCredit Corporation)，後には RFCの子会

社であるゴム備議会社 (RuhherRes母rveComp乳ny)を議して進めらJれずこ。
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天然ゴムの輸入は 39年の約50万ロングトンから 41年には約100万ロング

トンに増大し， 園内備蓄量は41年末には約53万ロングトン， そして 42年

4月には63万ロングトン(政府所有44万ロングトン)に達した。

だが日本開戦と 42年初めの日本の英領マラヤと蘭領インドの占領によっ

て天然ゴム輸入が途絶した結果，国家資金のもとで、大規模な合成ゴム生産計

画が実施されたのである。その生産目標は87万7000ロジグトンに設定さ

れ，ブナ Sの生産に重点が置かれた。

政府はブナ Sを申心とする戦時合成ゴム生産計画を遂行するにあたって

ニュージャージーの特許独占を一時停止し，特許を参加企業に公開し，相互

利用を実現しなければならなかった。政府は反トラスト法の停止と敵国特許

の没収によってまず特許独占を打破した。 ブナ Sなどの重要な合成ゴム特

許を独占していたニュージャージー(ドイツの1.G.フアルペンから 39年9

月25日のハーグ協定に白よって獲得)は40年司法省によって反トラスト法違

反で起訴されていたが，参戦後，政府はこれを取り下げ，そのかわりにニニ

ージャージーにブナ Sおよびブチノレゴムの特許を戦時期には無料で，そし土

戦後には適正価格で合成ゴム生産の参加者に与えるように指示した。また敵

国あるいは敵国占領地域の合成ゴム特許も外国資産管理局 (AlienProperty 

Custodian)に帰属され，名目的価格で一般に利用された。さらにRRCは特

許の相互利用を促進する方法としてクロス・ライセンス制度を実施した。 ζ

の制度の実施によって合成ゴム計画への参加者は RRCに特許無料使用許可

を与える一方， RRCや他の参加者の特許を無料で使用することが可能とな

った。

こうした方法によって特許問題を解決した合成ゴム生産計画は，その後鉄

鋼確保の困難と労働力不足のため当初の計画より遅れたが 44年9月まで

にほぼ完成した。この間， ブナ Sの原料であるブダジエンの製造は， 石油

が100オクタン・ガソリン製造に優先的に分配されたため，アルコールへの

依存を増加した。戦時合成ゴム計画に支出された資金は7億 2500万ドルな

いし7億7500万ドノレといわれるが， 国家資金はそのうち7億ドルを占め
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第32表 44年9月における合成ゴム生産能力

重合

ブナ S
ブチノレ

ネオプレーγ

チオコーノレ

ブナ N

合計

プタジエシ

アノレコーノレ系

石油系

合計

スチレシ|

政府工場 民間工場

(単位 1，000ロγグト γ)

705 I 1.2 

68 

60 9.0 

2.9 

20.3 

33.4 

(単位 1，000ショートト γ〉

10.0 

32.8 

42.8 

(単位 1，000 γョートトシ〉

間 .51I 也 5

出所)u. S. Tari妊Commission，War Changes in 
Industry Series， Retort No. 6 Rubber， 1945. 
pp. 57， 67-70. 

た。その結果，政府工場の生産能力は重合，ブタジエン，スチレンのそれぞ

れの生産能力の 94%までも達したのである(第32表)。

これらの政府工場の運営にあたっては，既存ゴム会社が重合工場を石油

会社は石油系ブタジエン工場を，そして化学会社がアルコール系ブタジエン

工場とスチレン工場を運営するとL寸分業体制が確立され，多くの政府工場

の運営は巨大企業に委託された。合成ゴム計画の支柱をなしたブナ重合部門

では， グッドリッチ， ファイアーストーン， グヅドイヤー， u. s.ラパーの

ピック・フォーが政府工場の生産能力の 87%を運営した。 また， カーバイ

ド・アンド・カーボン・ケミカルがアルコーノレ系ブタジエン政府工場の生産

能力の 63%を，ダウ・ケミカノレとカーバイド・アンド・カーボン・ケミカ

ノレがスチレン政府工場の 53%を運営した。残る石油系ブタジエン政府工場に

関してはニュージャージー，フィリップス石油，シェ/レ，ソコニーなどの巨

大石油会社が政府工場の多くを運営した。新技術である合成ゴムの戦時工業

化において既存独占資本は大半の政府工場を運営し，その技術を包摂するこ
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とによって自己の地位を強化したが， こうした合成ゴムの戦時運営方法は，

既存石油独占資本の主導による 100オクタン・ガソリ γの工業化とあいまっ

て，戦後の石油化学工業における独占体制の確立を基礎づけたので、ある。

戦時合成ゴム生産計画は，国家による特許の公開と相互利用の促進，政府

工場の建設など，国家の主導のもとに遂行され，合成ゴム生産は 39年の2000

グロストンから 45年には82万グロストンと 410倍にも激増したので、あった

(第9表)。

1)内田前提論文， 68-9頁。

2)向上， 78-80頁。

3) United States Tariff Commission， .War Changes in Industry Senes Retort 

No 6. Rubber， 1945， pp. 52-3. 

4) Ibid.， p. 55. 

5) Ibid.， pp. 94-6. 

6) Ibid.， p. 75. 

7) Ibid.， pp. 57， 67-70. 

8. 電子工業

電子工業はレーダーを中心に長足の技術進歩を遂けγこ。戦時における電

子・レーダー製品の生産の拡張は目ざましく， それらの生産額は 39年の 2

億8000万ドルから 44年には軍需用品の生産額のみで、28億ドルに達した

(第9表)。特にレーダーの実用化は著しかった。 39年には実験段階にとどま

っていたレーダーは， 戦時における集中的な開発研究の結果 44年には 14

億ドルの生産額を示すまで、にいたったのである。

39年における電子工業は 224の企業から構成されていたが， その 60%は

ラジオ・セット組立企業であり，これらは他企業から購入した部品を専ら組

み立てていた。残りの多くは電子工業における最大の特許保有会社である

RCAのもとで真空管の製造に従事しており， その他少数がマイクロフォン

やラウドスピーカーなど特殊製品を製造していた。このように多数の中小企

業が存在していたが， RCA，フィルコ，ゼニース，そしてGEの四大会社が

電子生産の約半分を支配しており，生産の集中もある程度進んでいた。
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以上のような構成さと示していた電子工業は参戦までは民需生産を継続して

いたが，参戦後には箪需生産に転換し設稿拡張や大企業による部品下請の

拡大安通して箪籍金産金鉱大してゆく o 41 年~45 年に悶家資金 I鍛 2∞o

ノレ，民鱈資金工穣500万ドルからなる資金が設備拡張に投下された。そ

のうち工機4500万ドルが部品製進設備に， 8300万ドルが完成品挺造設備に

支出されたが， 特に真空管設繭ヘの支出は全体の40%を占めた。それと

行して他療業の企業が常子製品の生産に転換し，事託子製品の生産拡張に質醸

した。生産能換を行った金業のうちで最も多かったのは，技術的にi託銀して

いた通信設備企業であった。 ATTの製造子会社であるウエスタン・ふレグ

トリックをはじめ 1939 年に遅信設備産業に分類、されていた企業の 60~ぎが電

子製品の生産に転換し，戦時期における電子・レ…ダー製品の30%を生産し

たのである。その他電子製品生産への範換を行った食業のなかには，カメラ

会社，時計会社，工作機械会社，鋳議会社があったが， レーダーが箪用機あ

るいは軍用議輔に装備されるにつれて，航空機会社，自勤務会社もこれらの

るようになった。

さらに電子・レーダー製品の戦待生燦拡5震において特許が公務され，ライ

センス生産が拡張されたことも重重きである。政府は箪鴇製品を発註する際，

受注製造業者が特許を自由に使照するごとを認め，濁家資金によって!誘発さ

れた特許を無料で公開した。他方 RCAは戦時においてラジオ・セヅトと

空管に闘するライゼンA生産を拡大したのである。

だが，こうした電子・レ…ダー製品の増童を促進した諸妥協以上に重要な

ものは撞家研究磯擦を中心とした集中的な研究部発の推進であった。特に39

年にはまだ実験段階にあったレーダーは，それによって短懸橋に実用化され

るにいたった。 戦時研究課発の提送電ど任務とした科学研究鰐発効 (Officeof 

Scien tific Research)とγ サチュ…セッツ工科大学に設寵された放射研究所

は，超短波研究においてリー lごしていたイギリスと相主主技術協力を結ぶとと

もに，アメリカ醤内の大学およひ。ベノレ電話研究所などの民間研究所と委託研

究契約を結び， レーダー研究鈎発を大規模に推進した。 この過穫で約1500
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のレーダー特許が登録され，そのうち政府が 500を所有し，残りの大部分を

ウエスタン・エレクトリック， GE，ウェスチングハウス RCAが支配し

た。かかる大規模な研究開発の推進によってレーダーの実用化は短期間に可

能となったが，それと並行して行われたレーダーの量産化は，真空管開発委

員会 (VacuumTube Development Committee)による真空管の技術上の問

題の解決，生産者聞のレーダ一生産の特化(フィルコは航空機用レーダ一生

産に， そしてレイセオンは船舶用レーダ一生産に専念した)， そしてレーダ

一部品の標準化によって実現されたのである。

ところで， 新技術が急速に開発され工業化されるにいたった電子工業で

は，軍需発注を受けて急成長を遂げた企業が出現し，従来の市場体制を崩し

ていったことは指摘しておかなくてはならない。電子工業は，同じ新技術の

急速な工業化が進められたにもかかわらず，既存独占体が工業化を担い，独

占体制がほぼ定着した合成ゴム工業とは様相を異にした。参戦直後の 42年

1月にはウエスタン・エレクトリッグ GE，ウェスチシグハウス， RCA， 

ベンディクス航空のビッグ・ファイブが電子・レーダー製品の軍需契約の 82

%を占めたが， これら 5社の比率は 44年末には56%に低下したのに対し，

レーダー製造に従事したフィルコ，レイセオンの比率は上昇し，戦争末期に

はビッグ・ファイブ体制jからビッグ・セブン体制に完全に移行した。電子工

業で、は戦時の急速な技術進歩のため独占体制の維持は困難となった。戦後の

企業合同運動の主要な特徴であるコングロマリット運動が電子工業を中心と

して展開される一因は戦時における電子工業の独占体制の脆弱性に由来して

いると考えられる。

1)電子工業は電機産業の多様な生産部門の一部を構成しているにすぎない。本来は航

空機用排気ターピン過給器，船舶用タービン，原子爆弾などきわめて重要な軍需品

の製造にあたった電機産業の軍需生産活動を分析しなければならないが，果ぜなか

った。邦語文献では小林袈裟治 WGElI東洋経済新報社， 1970年，第7表が GEの

戦時活動を，)IJ上幸一『原子力の政治経済学』平凡社， 1974年，第1章が原子爆

弾の開発過程を述べている。参照されたい。

2) Auther Bright and Exter John， ot. cit.， p. 257. 

3) Ibid.， pp. 260-1. Smaller War Plants Corporation， o.ρ. cit.， p. 126. 
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4) Ibid.， p. 265. 

5) Ibid.， pp. 261-2. 

6) Ibid.， p. 272. 

7) Ibid.， p. 2焔1.

以上，第2次大戦期のアメリカ戦時生産の実態を解明してきたが，その特

質を要約しておこう。戦時生産の第1の特質は，大量生産方法が航空機生産

および商船建造に導入され，それらの飛躍的生産拡張を実現した生産力的基

盤になったことである。技術的起源を 19世紀の小銃生産に有し， 今世紀20

年代に自動車生産において全面開花した大量生産方法は，戦時には機種，船

種の固定化，ライン・プロダクション方式あるいはアセンブリー・ライン方

式への再編成，プレハブ化，部品の標準化を通して導入された。大量生産方

法は航空機，商船の量産を至上命令とした戦時要求に応じて導入されたもの

であり，何らの新技術を意味するものではなかったが，生産性を著しく向上

させ，驚兵的な生産拡張を達成する基盤となった。戦時の航空機，商船生産

において大量生産を目的とするアメリカ固有の生産様式はフルにその威力を

発揮したのである。この生産方法は商船建造においては戦後解体され，その

意味では戦時的性格を帯びていたが，航空機生産においては戦後に引き継が

れ，アメリカ航空機産業の基本的生産様式として定着する。

第2の特質は自動車産業が軍需生産の拡張においてきわめて重要な位置を

しめたことである。自動車産業は航空機のみならず，多様な兵器生産に転換

し，大量生産方法を駆使して膨大な軍需生産を達成したが，それに劣らず重

要なことは自動車産業が航空機，商船の量産とし、う戦時要求に対して大量生

産方法を提示したことである。アメリカ軍需生産における自動車産業の重要

性は，両大戦間期のアメリカ「大衆消費社会」を基礎づける生産力構造が実は

自動車産業を中軸として潜在的に巨大な軍需生産を実現しうるものであるこ

とを示唆している。換言すれば，第2次大戦期の軍需生産は両大戦期アメリ

カの生産力の内容を継承，発展した面を強く有している。第2次大戦期軍需

生産と両大戦間期「大衆消費社会」の生産力には共通する根があるといえる。

第3の特質は工作機械，アルミニウム，特殊軍需用精油を除いた石油の戦



第2次大戦期におけるアメリカ戦時生産の実態について (2) 堀 243(607) 

時生産に関するものである。戦前に大量の遊休設備をかかえていた工作機械

産業や石油産業は，設備拡張を回避し，遊休設備の稼動化，既存設備の効率

的利用によって生産を拡張した。また資材部門のうちでは高い伸び率を示し

たアルミニウムの生産拡張は設備の横への拡張によって実現された。これら

の部門の戦時生産においては新技術の開発，普及はほとんどみられず， した

がって戦争が既存生産方法を可能なかぎり動員するとL、う性格は如実に現わ

れている。このことは，既存の大量生産方法の導入によって急速な拡張を実

現し航空機・商船の戦時生産においても妥当する。

だが同時に戦争が新技術の開発および工業化を促進した面も重要である。

100オクタン・ガソリン，合成ゴム， 電子製品の戦時生産はかかる性質を明

瞭に示している。これが第2次大戦期アメリカ軍需生産の第4の特質であ

る。 100オクタン・ガソリン生産における接触分解法の開究，普及と合成ゴ

ムの工業化は戦後の石油化学工業発展の基礎をなし， レーダーの研究開発と

その工業化は電子工業を質的に飛躍せしめた。石油化学工業と電千工業は戦

争によって戦後の新興産業として目ざましい発展を遂げる強固な基礎が与え

られた。だが， これらの新技術の工業化の過程において独占体と国家の対応

は一様ではなかった。接触分解法の普及は独占石油資本によって専ら主導さ

れたのに対して，合成ゴム，レーダーの工業化においては国家は工場建設の

みならず，特許の公開と相互利用の促進，大規模な研究開発の推進を通して

リードしていった。だが合成ゴムの工業化はほぼ既存独占体内で処理された

が，電子工業においてはその点が弱かった。

ところで本節では戦時生産の実態の解明に主眼を置き，国家，独占体の動

向については関説するにとどまった。資本の軍需生産への動員方法が資本，

特に独占体の意向を尊重するやりかたで遂行され，独占体の強化を導いたと

ころにその特徴があったことは前節で指摘した。この点は本節の考察によっ

ても確認できる。国家は国家設備の建設を航空機，兵器，船舶，アルミニウ

ム，合成ゴムに集中することによって急激な生産能力の拡張に伴う危険を自

ら負担し，新技術の開発，工業化にあっては強力な支援を与えた。また国家
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は国家施設の委託や軍需契約の発注を，戦後の独占資本の再編成に結合する

独占体聞の著しい不均等発展を抑制する方法で，すなわち既存の独占組織を

温存する方法で行った。さらに国家は戦費調達の必要から高率の戦時課税を

実施したが，それは独占体の戦時利潤の増大を抑止するものではなかった。

既存独占体は戦時生産の過程でその支配力を拡大し，強化していった。

む す び

本稿を終えるにあたり戦時統制の撤廃過程と政府工場の処理方法を一瞥

し，その特質を指摘しておきたし、。アメリカでは43年末に軍需生産はピー

クに達し，戦局の有利な展開につれて大戦の帰趨も明らかになってきた。そ

してこの頃から WPB内部で、軍需生産の平時生産への再転換が議論され始め

ざ。まず最初に口火を切ったのは WPB長官のネルソンであり，彼は43年

11月30日に再転換計画に関するガイド・ラインを発表し，労働力， 設備，

原料が利用可能ならば，軍需生産計画を阻害しない範囲で民需生産の漸次追

加を認める意向を明らかにした。 しかしこの提案に対し軍部や WMC長官

のマクナットが反対し，ネノレソンもこれに同意し，その主張を後退させた。

したがって再転換は議論の対象となっただけに終り，その本格的な取組みは

44年初夏までもちこされた。

44年5月に海軍は突然フソレユースター航空に戦闘機生産の削減を通告し

た。解雇に直面した労働者はストライキに突入し，政府に対し軍需生産削減

計画と再転換計画を作成せよとの世論も高まった。おりしもノルマンディー

上陸作戦が開始され，再転換問題は重要性を帯びてきたのである。ネルソン

は，再転換計画の作成を求めた世論を背景に6月18日に地点認可計画 (spot

authorization plan，一部品目については WPBの地方支部と WMCが認可

した場合に地域ごとに民需生産の再聞を認める)を含む4項目からなる民需

生産計画を作成し，それらを7月1日から実施することを提案した。労働者

代表と中小企業の代表はこれを支持したが，軍部は民需生産の再聞が軍需生

産に従事している労働者の士気を低下させ，軍需生産工場での労働力確保を
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困難にするという理由で強固に反対し，軍需生産に専念していた巨大資本の

代表者は，民需生産の再聞が中小企業の経済力を増し，戦前の市場支配を侵

食することを恐れ，軍部に荷担した。巨大資本の代表者は戦前の市場支配の

確保という目的から， 再転換の開始にあたっては民需生産を戦前水準に基

づし、て割り当てることを主張していた。こうしてネルソンの再転換計画は

WPB内で軍部，巨大産業の代表者の強固な反対に直面し，地点認可計画は

予定より遅れ8月15日から実施されることになった。だがこの地点認可計

画に対して反対勢力の抵抗と 44年秋からの軍需生産計画の引上げとから厳

しい制限が課せられ，その実効もきわめて限られたものでしかなかった。結

局民需生産への本格的な再転換は終戦を待たなければならなかったのであ

る。

ところで，終戦後の民需生産への再転換にあたってトルーマン政権は戦時

統制を一挙に撤廃する方針を決定した。 WPB内の民需担当者や中小企業の

代表者は経済安定や完全雇用，中小企業の保護を支援する手段として戦時統

制を活用することを主張したが， WPBは，生産の拡張と完全雇用を達成す

る方法は，企業の自由な活動を制約Lている種々の統制を直ちに撤廃するこ

とにあると言明した。生産統制に関してみれば，自動車，冷蔵庫など耐久消

費財の生産を削減，停止した制限命令や，重要原料の消費を規制した命令の

大部分は8月末までに撤廃され， CMPは9月30日に， 建設統制は 10月中

旬に廃止された。戦時の最高時には650を数えた生産統制は， WPBが廃止

された 11月3日には 52の命令と 3種類の優先順位を残すのみとなった。平

時生産への再転換方法にあっては中小企業者の意向はほとんど汲み上げられ

ず，したがって生産統制の急速な撤廃は強大な経済力を有する独占企業と劣

勢な地位にある中小企業を同時に再転換に向わせた点において独占企業に有

利に作用したのである。

ところで， 既述したように， 172億ドルにものぼった政府設備は， 1939 

年の全製造業総資産が約400億ド、ルと評価されていたことからいって巨大な

ものであり，戦後アメリカの産業構造は少なからずこの政府設備の処分し、か
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んにかかっていた。そこで，政府施設のなかでも大きな比重を占めた政府工

場の処分がし、かに遂行されたかを航空機産業，鉄鋼業，アルミニウム産業，

合成ゴム工業に絞ってみておこう。

戦時中急膨張を遂げた航空機産業においては終戦に伴い，航空機産業に転

換していた自動車，冷蔵庫，家具その他の企業が僅かの例を除いて航空機生

産から撤退した。それと同時に戦時中設立された多くの航空機会社が解体さ

れ，戦前からの航空機会社のあるものは非航空機生産に転換し，あるものは

解体された。そして戦時期に建設された多くの政府工場は終戦後数カ月聞に

閉鎖された。だが，これらの閉鎖工場は朝鮮戦争時には改修されたうえ再度

動員されることとなり，戦後アメリカの軍需生産を支えるー要因として重要

な機能を果すことになることは指摘しておかなく・てはならなL、。この結果，

1945年12月に操業していた機体組立工場は44年の 66工場から 16工場に，

エンジン工場は23工場から 5工場に，そしてプロペラ工場は6工場から 1工

場に急減し，航空機産業の構造は戦前のそれに急速に戻っていたのである。

鉄鋼業においては航空機産業の場合と異なり，主要な政府工場はほとんど

戦時運営者に払下げあるいは貸与された。政府鉄鋼工場のうち建設費，生産

能力の点で重要な意味を有したものは評価額500万ド、ル以上で、技術的にも独

立運営が可能であった工場で、あったが，それらの大部分は，委託運営契約に

おいて定められていた購入優先権によってそのまま戦時運営者である u.s. 

スチール， リパブリック，インラ γ ド，アームコなどの巨大鉄鋼企業にその

まま払下げあるいは貸与された。ただユタ州ジエネパ統合工場，ヶ γタッキ

-)十|ニューポート電気炉工場に対しては戦時運営者に購入優先権が与えられ

ておらず，前者の払下げに対しては数社の申込みがあり，その処分は注目を

浴びたが，結局両工場とも戦時運営者である u.s.スチール(前者) とア

ンドリユース・スチールのものになった。かかる処分方法によって戦時生産

の過程で生じた独占体制の強化は戦後にもちこされることになった。

政府アルミニウム工場の処分方法は戦時中に生じたアルコアの完全独占の

崩壊を一層促進し，アルミニウム産業に寡占体制を確立せしめたという点で
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鉄鋼工場の処分方法とは対照的であった。第24表から明らかなように，政

府工場はレイノルズと 42年に政府マグネシウム工場を運営するために設立

されたノミーマネント・メタルに払下げあるいは貸与され，大半の政府工場を

運営していたアノレコアは政府工場の払下げの対象から除外された。かかる処

分を実施するにあたっては，アルコアが 47 年~48 年まで政府工場を運営し

うる契約を結んでいたことや，一部の政府工場の運営に必要な新技術を保有

していたなど種々の困難が存在したが，これらの困難を解決するために余剰

財産局 (SurplusProperty Board)は， アルコアとの運営契約を契約期間中

に破棄し，さらに新技術の特許をアルコアに与え，そのかわりにアルコアに

対し払下げを受けた企業に通常の価格で特許使用権を与えることを認めさせ

た。こうしてレイノルズとパーマネ γ トはアルミナ製造から加工工場までの

統合企業として確立されると同時に，その生産能力を増大した。 46年の各社

の生産能力比率はアルコア， 50.6%に対し， レイノルズ， 29.4%， パーマ

ネント・メタル20%となったので、ある。アルミニウム政府工場の処理方法

は戦時生産の過程で増大してきたアルコアの支配を打破し，アルコアによる

強大な独占体制を寡占体制に転換せしめた点で，政府工場の処分のうちでも

唯一の例外をなした。

こうしたなかにあって政府合成ゴム工場の払下げは最も困難で，その実現

までには長期間を要した。しかし，最終的には政府工場の大部分は戦時運営

者に払い下げられ，鉄鋼業におけると同様戦時期の独占体制が戦後にそのま

まもちこされることになった。終戦とともに東南アジアからの天然ゴム輸入

は復活し，戦時中コストを無視して工業化された合成ゴムの生産は商業ベー

スで成り立つ見込が薄くなった。耐油性，耐化学薬品性の点で優れていたク

ロロプレンとブナ N については価格にかかわりなく生産の見通しがたった

が，天然ゴムと直接競争関係にあり，品質において数段劣っていたブナSに

ついては疑問視された。そのため民間企業は払下げに消極的であった。合成

ゴム工場の処理をめぐって様々な意見が出されたなかでトルーマン大統領は

ゴム協議委員会 (InterAgency Committee on Rubberバッド委員会)を設
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置し 処理方法を検討させた。同委員会は1946・年7月に資源安定確保の立

場を強くうち出し，政府所有による維持が国防と必要とされた工場と民間払

下げが望ましい工場とに分割することを答申し，これに基づき多くのスチレ

ン，ブタジエン工場が46年から 49年にかけて戦時運営者に払下げられた。

合成ゴム工場が政府所有のもとで操業しているかぎり，スチレン，ブタジエ

ンの市場は確保されたので，これらの原料工場の払下げは引き受けられたの

であった。だが重合工場のうちではクロロプレンの 2工場がデュポンに，そ

してブナ Sの1工場がグッドリッチに払下げられた以外は政府所有のまま

残った。またアノレコール系ブタジエン工場はほとんど閉鎖された。こうした

なかで朝鮮戦争を迎え，合成ゴムの生産も再度拡張される。だが朝鮮戦争が

終結する頃には合成ゴムの経済性は著しく変化した。合成ゴム価格が天然ゴ

ムより割安となり，自動車タイアを中心とするゴム需要がさらに増大し，そ

して低温重合法によるコールドラバーが開発され，生産技術が進歩したので

ある。こうして合成ゴム工業が商業ベースで存立しうることが明らかとな

り， アイゼンハワ一大統領は早期払下げを決定し， 議会は 1953年ゴム生産

設備払下げ法 (RubberProducing Facilities Disposal Act)を可決した。そ

の結果， 55年4月には27工場の払下げが実施され，残る 3工場も 55年後半

から 56年に払下げられ，ここに漸く政府合成ゴム工場民間移転は完了する。

払下げの結果をみるならば，ブタジエン工場の大部分は戦時管理者に落札さ

れ，ブチルゴム工場のすべて (2工場)は開発者と同時に管理者であったニ

ュージャージーに払下げられた。 ブナ S工場のうちグッドイヤー，ファイ

アーストーン，中小ゴム企業が共同で出資したコポリマーが戦時中管理して

いたものはそのまま落札され，グ γ ドリ γチと u.s.ラパーが運営を担当し

ていたものは，そのままか，一貫生産を目ざすために石油会社と共同出資で

設立されたグッドリッチ・ガノレフ，テキサス・u.s.ケミカルに払下げられ

た。その他ブナ S工場の落札者にはシェル， フィリップ石油， ユナイテッ

ド・カーボン，そして中小ゴム企業の共同出資で設立されたアメリカン・シ

ンセチッグがあった。政府工場の簿価を下回った価格での払下げは落札者に
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とって有利であったが，ともかく，政府合成ゴム工場はその多くが四大ゴム

会社，巨大石油会社であった戦時運営者に払下げられた。そのなかで，ニュ

ージャージーをはじめシェル，フィリップス，テキサス，ガルフの石油会社

が単独あるいはゴム会社と共同して合成ゴム製造に進出していったことは特

に注目されなければならなし、。

政府工場の処分は以上のごとくであるが，政府工場の払下げあるいは貸与

はアルミニウム産業を例外としてその多くは巨大企業からなる戦時運営者に

対して行われたといってよし、。したがって，戦時中に生じた既存独占組織の

強化は平時生産への再転換方法と政府工場の処理によってはほとんど弱めら

れることなく，そのまま引き継がれた。第2次大戦後には既存の独占組織を

破り，再編成を迫る動力がはるかに徴弱であったのも以上考察した戦時生産

の運営，戦後の再転換方法そして政府工場の処理方法の所産であった(完)。

1)再転換論争に関する邦語論文としては黒川勝利「いわゆる再転換論争に関する一考

察」東京大学『経済学研究』第21号， 1978年，が詳しい。また新川健三郎「米国の

戦時経済体制に関する一考察JW東京女子大学比較文化研究所紀要』第32巻， 1972 

年もこの問題に触れている O

2)生産統制以外の統制については，労働力統制が終戦の翌日撤廃され，労資関係も自

由な団体交渉制へ早期に復帰することが図られるとともに，配給制jは45年末には

砂糖を残してすべて撤廃された。これに対し価格統制は形式的には46年11月まで

継続されるが，終戦後の価格統制は，製造業者のある程度の価格引上げを認めつつ

も販売業者の価格引上げは禁止するというもの，すなわち，前者のコスト上昇分を

後者に吸収させるというものであっただけに早晩崩壊する運命にあり 46年7月

以降事実上の機能を停止した。

3) Smaller War Plants Corporation，。ρ.cit.， p. 37. 

4)自動車会社に関しては，フォードが45年6月， GMが9月，そしてナッシュが 10

月に航空機生産を停止し，スチュードベーカーが45年6月，シボレーが8月，ピュー

イック，フォード，ドッジがともに9月に航空機エンジン生産を停止した(William

Glenn Cunnigham， Postwar Developments and the Location of the Aircraft 

Industry in 1950， in G. R. Simonson ed.， The History o[ American Aircra[t 

Industry， pp. 184-5). 

5) Ibid.， p. 186. 

6) Ibid， p. 185. 
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7) W.アダムス， H.グレイ，前掲訳書 178-80頁。

8)佐藤定幸『米国アルミニウム産業』岩波書庖， 1967年， 46-8頁。

9)詳しくは内田星美「アメリカ石油化学工業の成立 (3)JW産業貿易研究』第28号，

1966年， 6-18頁を参照。
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